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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 連結経営指標等の受注高及び売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 第79期から１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額の算定に当たっては、「１株当たり当期純利

益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第78期 第79期 第80期 第81期 第82期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

受注高 (百万円) 225,576 214,276 212,379 245,047 235,401

売上高 (百万円) 236,291 221,635 213,924 233,170 237,684

経常利益 (百万円) 5,161 5,782 3,533 4,946 3,319

当期純利益 (百万円) 2,301 3,214 3,644 2,600 2,355

純資産額 (百万円) 79,910 80,016 86,491 87,774 98,333

総資産額 (百万円) 236,725 214,605 220,563 240,234 245,367

１株当たり純資産額 (円) 1,031.64 1,036.44 1,145.59 1,187.36 1,330.41

１株当たり 
当期純利益金額

(円) 28.89 41.04 46.93 34.49 31.46

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 33.8 37.3 39.2 36.5 40.1

自己資本利益率 (％) 2.9 4.0 4.4 3.0 2.5

株価収益率 (倍) 20.9 14.2 14.5 24.3 31.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △8,099 △20,808 11,942 △3,151 △5,557

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △7,809 3,468 △9,839 7,662 △1,024

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △5,335 △3,021 △3,345 △3,315 △3,067

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 48,805 28,416 27,170 28,365 18,717

従業員数 (人) 2,429 2,463 2,371 2,327 2,332



(2) 提出会社の経営指標等 
  

 
(注) １ 提出会社の経営指標等の受注工事高及び完成工事高には、消費税等は含まれておりません。 

   ２ １株当たり配当額に含む特別配当 

第78期3.00円 第79期3.00円 第80期3.00円 第81期3.00円 第82期3.00円 

   ３ 平成17年３月期の１株当たり配当額18円は、創立80周年記念配当３円を含んでおります。 

４ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

５ 第79期から１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額の算定に当たっては、「１株当たり当期純利

益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

  

回次 第78期 第79期 第80期 第81期 第82期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

受注工事高 (百万円) 215,351 204,120 202,076 233,735 222,463

完成工事高 (百万円) 226,056 211,623 203,650 221,527 226,310

経常利益 (百万円) 3,795 3,559 2,082 3,144 2,141

当期純利益 (百万円) 1,663 1,676 2,923 1,751 1,886

資本金 (百万円) 8,105 8,105 8,105 8,105 8,105

発行済株式総数 (株) 77,461,156 77,461,156 77,461,156 77,461,156 77,461,156

純資産額 (百万円) 73,317 71,710 77,466 77,901 88,022

総資産額 (百万円) 216,846 194,723 201,680 222,484 229,117

１株当たり純資産額 (円) 946.53 928.83 1,026.06 1,053.83 1,190.93

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額)

(円)

(円)

15.00

(7.50)

15.00

(7.50)

15.00

(7.50)

18.00

(7.50)

15.00

(7.50)

１株当たり 
当期純利益金額

(円) 20.88 21.14 37.61 23.15 25.19

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 33.8 36.8 38.4 35.0 38.4

自己資本利益率 (％) 2.3 2.3 3.9 2.3 2.3

株価収益率 (倍) 28.9 27.6 18.1 36.2 38.7

配当性向 (％) 71.1 71.0 39.9 77.7 59.5

従業員数 (人) 2,036 2,073 2,011 1,959 1,949



２ 【沿革】 

 
  

昭和24年８月 企業再建整備法にもとづき、冷暖房、衛生水道、金属製サッシ等の請負及び販売を

目的に旧三機工業株式会社の第二会社として設立。

昭和24年10月 建設業法による建設大臣登録(イ)第348号の登録を行う。(以後２年ごとに登録更

新)

昭和25年９月 東京証券取引所に上場。

昭和32年７月 大阪証券取引所に上場。

昭和35年７月 富士三機鋼管株式会社に鋼管部門の営業を譲渡。

昭和36年２月 川崎市に中央研究所を設置。

昭和36年８月 名古屋証券取引所に上場。

昭和37年12月 神奈川県大和市に機械生産工場を新設。

昭和44年２月 鈴木シャッター工業株式会社へ出資。

昭和46年７月 熱供給事業子会社苫小牧熱サービス株式会社を設立。(現・非連結子会社)

昭和47年９月 不動産管理子会社株式会社サンエーデベロッパーを設立。(現・連結子会社、東和

興産株式会社)

昭和48年12月 三井軽金属加工株式会社に窓枠部門の営業を譲渡。

昭和49年６月 建設業法改正により、建設大臣許可(特－49)第4310号の許可を受ける。(以後３年

ごとに許可更新)

昭和49年９月 建設設備子会社株式会社三機加工センターを設立。(現・連結子会社、三機食品設

備株式会社)

昭和49年10月 建設大臣許可(般－49)第4310号の許可を受ける。

昭和55年４月 建設設備子会社株式会社三機空調センターを設立。(現・連結子会社、東京総合設

備株式会社)

建設設備子会社株式会社三機電設センターを設立。(現・連結子会社、東京総合設

備株式会社)

昭和55年５月 プラント設備子会社株式会社三機産設センターを設立。(現・連結子会社、三機産

業設備株式会社)

昭和55年９月 プラント設備子会社株式会社三機環設センターを設立。(現・連結子会社、三機化

工建設株式会社)

昭和57年６月 神奈川県大和市に新技術研究所を建設。

昭和60年４月 東和興産株式会社が神奈川県大和市の三機工業株式会社保有地に賃貸用建物(日本

アイ・ビー・エム株式会社に賃貸)を建設。

昭和60年10月 建設設備子会社関西総合設備株式会社を設立。(現・連結子会社)

建設設備子会社中部総合設備株式会社を設立。(現・連結子会社)

昭和63年４月 建設設備子会社九州総合設備株式会社を設立。(現・連結子会社)

平成２年６月 プラント設備子会社サンキ環境サービス株式会社を設立。(現・連結子会社、三機

環境サービス株式会社)

平成２年11月 鈴木シャッター工業株式会社店頭登録。

平成６年５月 東和興産株式会社が保険・リース業会社三真産業株式会社(現・非連結子会社、親

友サービス株式会社)の株式を取得。

平成７年６月 建設大臣許可(特、般－７)第4310号の許可(更新)を受ける。(以後５年ごとに許可

更新)

平成８年11月 建設設備子会社SANKI PHILIPPINES INC.をマニラに設立。

平成12年10月 鈴木シャッター工業株式会社(旧・持分法適用会社)はトステム株式会社の完全子会

社となる。

平成16年４月 コンサルティング事業会社上海三机工程諮詢有限公司を中国・上海に設立。（現・

非連結子会社）

平成16年５月 東京総合設備株式会社がビル検査事業会社株式会社スズキ技術士事務所（現・非連

結子会社）の株式を取得。

平成17年４月 建設設備子会社三機アイティサービス株式会社を設立。(現・連結子会社)

平成17年７月 建設設備子会社三机建筑工程(上海)有限公司を中国・上海に設立。(現・非連結子

会社)

平成17年10月 建設設備子会社SANKI PHILIPPINES INC.を解散。

平成17年10月 東京都中央区に本店移転。



３ 【事業の内容】 

当社グループ各社の各事業に係わる位置付け、並びに事業の種類別セグメントとの関連は、以下のとお

りであります。なお、事業の種類別セグメントと同一の区分であります。 

  

 
  

 
  

非連結子会社及び関連会社の各事業の概要は、以下のとおりであります。 

  
非連結子会社である苫小牧熱サービス㈱は熱供給事業を、親友サービス㈱は保険・リース事業を営 

んでおります。また、㈱スズキ技術士事務所はビル検査事業を、上海三机工程諮詢有限公司はコン 

サルティング事業を、三机建筑工程（上海）有限公司は設備工事事業を営んでおります。持分法適 

用関連会社である秋田エコプラッシュ㈱は循環型素材製造事業を、持分法非適用関連会社である 

SHUN HING‐SANKI JV LIMITEDは設備工事事業を、PFI大久保テクノリソース㈱は排水処理施設等の 

整備・運営事業を営んでおり、奥羽クリーンテクノロジー㈱は廃棄物焼却施設運営事業の準備会社 

であります。 
  

以上に述べた事項の事業系統図は次のとおりです。 

  
 

設備工事事業
提出会社は、設備工事事業を営んでおります。また、その施工する工事の一部を
東京総合設備㈱他の連結子会社９社へ発注しております。

不動産事業
連結子会社である東和興産㈱は、不動産の賃貸・管理事業を営んでおります。 
なお、提出会社は、東和興産㈱へ貸ビル用土地を賃貸しております。



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注)１ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

      ２ 東和興産㈱は、平成18年５月１日付で、本店所在地を東京都中央区へ変更しております。 

   ３ 三機アイティサービス㈱は、当連結会計年度に新規設立し、提出会社の関係会社となりました。 

  

名称 住所
資本金 
（百万円）

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容

所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(連結子会社)

 
東和興産㈱ 東京都千代田区 70 不動産事業 100.0

―

提出会社は、貸ビル用の土地を
同社に賃貸しています。また、
同社に資金援助を行っていま
す。 
役員の兼任……２名          (注)２

東京総合設備㈱ 東京都大田区 30 設備工事事業 100.0 ―

同社は、提出会社受注の設備工
事の一部を施工しています。ま
た、事務所を同社に賃貸してい
ます。 
役員の兼任……１名

関西総合設備㈱ 大阪市西区 20  〃 100.0 ―
同社は、提出会社受注の設備工
事の一部を施工しています。 
役員の兼任……１名

中部総合設備㈱ 名古屋市千種区 20  〃 100.0 ―
同社は、提出会社受注の設備工
事の一部を施工しています。 
役員の兼任……１名

九州総合設備㈱ 福岡市早良区 20  〃 100.0 ―

同社は、提出会社受注の設備工
事の一部を施工しています。ま
た、事務所を同社に賃貸してい
ます。 
役員の兼任……１名

三機食品設備㈱ 東京都中央区 60  〃 100.0 ―
同社は、提出会社受注の設備工
事の一部を施工しています。 
役員の兼任……１名

 
三機アイティサービス㈱ 東京都千代田区 10  〃 100.0 ―

同社は、提出会社受注の設備工
事の一部を施工しています。ま
た、同社に資金援助を行ってい
ます。 
役員の兼任……無し          (注)３

三機産業設備㈱ 神奈川県大和市 20  〃 100.0 ―

同社は、提出会社受注の設備工
事の一部を施工しています。ま
た、事務所を同社に賃貸してい
ます。 
役員の兼任……１名

三機化工建設㈱    〃 80  〃 100.0 ―

同社は、提出会社受注の設備工
事の一部を施工しています。ま
た、事務所を同社に賃貸してい
る他、資金援助を行っていま
す。 
役員の兼任……１名

三機環境サービス㈱    〃 20  〃 100.0 ―

同社は、提出会社受注の設備工
事の一部を施工しています。ま
た、事務所を同社に賃貸してい
ます。 
役員の兼任……１名

(持分法適用関連会社)

秋田エコプラッシュ㈱ 秋田県能代市 260
循環型素材
製造事業

38.5 ―
提出会社は同社工場設備建設に
あたって施工を行いました。 
役員の兼任……無し



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況  

                               （平成18年３月31日現在） 

 
(注) 従業員数は就業人員数であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

                               （平成18年３月31日現在） 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

三機工業従業員組合と称し、昭和21年４月23日結成され、平成18年３月31日現在の組合員数は

1,282名であり、結成以来円満に推移しており特記すべき事項はありません。 

(注) 連結子会社では労働組合は組織されておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

設備工事事業 2,324

不動産事業 8

合計 2,332

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

1,949 42.5 19.8 7,223,734



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、自動車、電子・精密機械をはじめとして鉄鋼、化学など製造

業を中心とした企業収益の改善を背景に、設備投資が増加し、雇用情勢も改善し、さらに企業部門の好

況が家計部門に波及して個人消費もまた緩やかに増加を続け、景気は回復基調で推移いたしました。ま

た建設業界に関しましても、公共投資の減少傾向は続いているものの、民間非住宅建築投資が好調に推

移しました結果、全体として建設投資は9年ぶりにプラスに転ずる見通しとなりました。しかしなが

ら、民間新築工事は、受注競争の激化に加え資機材価格の高騰もあって工事採算の低落傾向に歯止めが

かからず、会社経営は極めて難しい舵取りを強いられました。 

 このような経済環境のなかで、当社グループは、全社員が一丸となって業績の確保に邁進いたしまし

た結果、売上高はプラント設備部門の増収により全体として増収になりましたが、受注高、利益面は前

連結会計年度を下回る結果となりました。 

 すなわち受注高は、主体の建設設備部門は、製造業における設備投資の増加を着実に受注に結びつけ

ることができましたものの、前連結会計年度に大型再開発プロジェクトの受注があった反動で、不動産

等の非製造業からの受注が減少しました結果、1,909億円余と前連結会計年度を2.4％下回り、プラント

設備部門もまた、前連結会計年度に浄水場のＰＦＩ事業ほかの大型受注があった反動で、405億円余と

前連結会計年度を10.0％下回りました。これに不動産事業38億円余を加えた全体の受注高は2,354億円

余と前連結会計年度を3.9％下回りました。 

 売上高につきましては、建設設備部門は非製造業からの受注の減少が影響して1,927億円余と前連結

会計年度を1.5％下回りましたが、プラント設備部門は期首手持ち工事の増加により410億円余と前連結

会計年度を23.7％上回りました。これに不動産事業38億円余を加えた全体の売上高は2,376億円余と前

連結会計年度を1.9％上回りました。その結果、翌連結会計年度への繰越高は全体で1,535億円余とな

り、前連結会計年度末に比べて1.5％減少いたしました。 

  利益面につきましては、工事採算の低落傾向が続いたことにより完成工事総利益が13億3千7百万円の

減益、不動産事業においても主要な賃貸物件の賃料引き下げの影響により5億7千3百万円の減益とな

り、合わせて売上総利益は前連結会計年度に比べ19億1千万円の大幅な減益となりました。その結果、

販売費及び一般管理費が5億2千2百万円減少しましたものの、営業利益は28億9千2百万円と前連結会計

年度に比べ13億8千8百万円の減益、経常利益は33億1千9百万円と前連結会計年度に比べ16億2千7百万円

の減益となりました。これに特別利益として固定資産売却益9億7百万円、投資有価証券売却益7億9千2

百万円を計上し、特別損失として固定資産除却損1億7千3百万円、遊休土地等の減損損失9千万円、投資

有価証券評価損2億9千9百万円、本社移転関係費1億5千万円を計上しました結果、法人税、住民税及び

事業税を控除後の当期純利益は23億5千5百万円と前連結会計年度に比べ2億4千5百万円の減益となりま

した。 

 

 

 

 

  

   セグメント別の業績は次のとおりであります。  



    (1)  設備工事事業 

受注高は前連結会計年度を3.8％下回る2,315億5千2百万円、売上高は前連結会計年度を2.2％上回

る2,338億3千6百万円、営業利益は前連結会計年度を54.2％下回る7億1千8百万円となりました。 

  

    (2)  不動産事業 

売上高は前連結会計年度を10.1％下回る38億7千2百万円、営業利益は前連結会計年度を32.3％下回

る11億3千2百万円となりました。         

  

なお、「第２ 事業の状況」における各事項の記載については、(2)キャッシュ・フローの状況を除

き、消費税等抜きの金額で表示しております。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末残高に比べ96億4千7百万円減少し

て187億1千7百万円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの増

減の要因は次のとおりであります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において営業活動によるキャッシュ・フローは55億5千7百万円の減少（前連結会計年

度は31億5千1百万円の減少）となりました。これは売上高の増加により完成工事未収入金が前連結会計

年度に引き続き多額となった一方、受注高の減少により仕入債務が減少したことによるものでありま

す。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において投資活動によるキャッシュ・フローは10億2千4百万円の減少（前連結会計年

度は76億6千2百万円の増加）となりました。これは主に不動産事業を営む連結子会社の賃貸ビルの改修

によるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において財務活動によるキャッシュ・フローは30億6千7百万円の減少(前連結会計年

度は33億1千5百万円の減少)となりました。これは主に長期借入金の約定弁済によるものであります。 

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当社グループが営んでいる事業の大部分を占める設備工事事業では生産実績を定義することが困難であ

り、設備工事事業においては請負形態をとっているため販売実績という定義は実態にそぐいません。 

また、当社グループにおいては設備工事事業以外では受注生産形態をとっておりません。 

よって受注及び販売の状況については「１ 業績等の概要」における各事業の種類別セグメントの業績

に関連付けて記載しております。 

なお、参考のため提出会社単独の事業の状況は次のとおりであります。 

受注工事高及び施工高の状況 

① 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

  

 
(注) １ 前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、当期受注工事高にその

増減額を含んでおります。したがって、当期完成工事高にもかかる増減額が含まれております。 

２ 次期繰越工事高の施工高は支出金により手持工事高の施工高を推定したものであります。 

３ 当期施工高は(当期完成工事高＋次期繰越施工高－前期繰越施工高)に一致しております。 

  

期別 部門別

前期 
繰越 
工事高 
(百万円)

当期
受注 
工事高 
(百万円)

計
(百万円)

当期
完成 
工事高 
(百万円)

次期繰越工事高
当期 
施工高 
(百万円)手持工事高

(百万円)

うち施工高

比率

(％)
金額 
(百万円)

前事業年度
(自平成16年４月１日
至平成17年３月31日)

建設 
設備

空調衛生 87,329 94,749 182,078 99,444 82,634 15.5 12,809 97,646

電  気 22,078 25,445 47,524 27,891 19,632 10.6 2,082 27,697

エンジニ 
アリング

18,470 64,157 82,627 57,754 24,873 19.1 4,738 59,168

情報通信 943 3,483 4,427 3,315 1,111 25.0 277 3,477

ファシリテ

ィシステム
851 4,362 5,213 3,580 1,632 8.4 137 3,685

計 129,673 192,198 321,871 191,986 129,884 15.4 20,045 191,675

プラン
ト設備

機  械
システム

4,438 12,151 16,590 11,554 5,035 15.3 769 11,396

環 境 
システム

8,984 29,385 38,370 17,986 20,384 13.0 2,656 18,835

計 13,423 41,537 54,960 29,540 25,419 13.5 3,426 30,231

合計 143,096 233,735 376,832 221,527 155,304 15.1 23,471 221,906

当事業年度
(自平成17年４月１日
至平成18年３月31日)

建設 
設備

空調衛生 82,634 77,667 160,301 81,090 79,211 16.4 13,009 81,290

電  気 19,632 28,303 47,936 26,728 21,207 10.3 2,184 26,831

エンジニ 
アリング

24,873 71,157 96,030 70,366 25,664 15.1 3,868 69,495

情報通信 1,111 3,852 4,963 4,058 904 15.2 137 3,918

ファシリテ

ィシステム
1,632 5,545 7,178 6,882 296 24.2 71 6,816

計 129,884 186,526 316,410 189,126 127,284 15.1 19,272 188,353

プラン
ト設備

機  械
システム

5,035 13,335 18,370 13,350 5,020 26.8 1,347 13,927

環 境 
システム

20,384 22,602 42,986 23,834 19,152 19.0 3,635 24,813

計 25,419 35,937 61,357 37,184 24,172 20.6 4,983 38,741

合計 155,304 222,463 377,768 226,310 151,457 16.0 24,255 227,094



② 受注工事高 

 
  

受注方法は、特命と競争に大別されます。これを受注金額比で示すと次のとおりであります。 

  

 
  

③ 完成工事高 

 
(注)１ 完成工事のうち主なものは、次のとおりであります。 

 前事業年度完成工事のうち請負金額20億円以上の主なもの 

 
 当事業年度完成工事のうち請負金額15億円以上の主なもの 

 
２ 前事業年度及び当事業年度ともに完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先はありません。 

  

期別 区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

建設設備 19,671 172,527 192,198

プラント設備 27,848 13,689 41,537

計 47,519 186,216 233,735

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

建設設備 18,439 168,087 186,526

プラント設備 19,484 16,453 35,937

計 37,923 184,540 222,463

期別 区分 特命(％) 競争(％) 計(％)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

建設設備 41.8 58.2 100

プラント設備 22.4 77.6 100

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

建設設備 42.2 57.8 100

プラント設備 20.4 79.6 100

期別 区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

建設設備 22,932 169,054 191,986

プラント設備 18,595 10,945 29,540

計 41,527 180,000 221,527

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

建設設備 16,602 172,524 189,126

プラント設備 23,464 13,720 37,184

計 40,066 186,244 226,310

㈱竹中工務店 汐留・浜離宮サイドプロジェクト空調設備工事

上海広電ＮＥＣ液晶顕示器有限公司 上海ＳＶＡ－ＮＥＣ液晶クリーンルームプロジェクト

関電産業㈱ 関電産業㈱新関電ビル空調設備工事

学校法人 杏林学園 杏林大学医学部付属病院手術棟設備工事

（仮称）丸の内１丁目１街区開発計 
画Ａ工区新築工事建設共同企業体

丸の内１丁目１街区開発計画Ａ棟空調設備工事

広島エルピーダメモリ㈱他 広島エルピーダメモリクリーンルーム設備工事

日本生命保険(相)、㈱大林組
日本生命日比谷ビル改修 空調・衛生・電気設備工事、劇
場音響・照明更新工事

㈱大林組 キヤノン宇都宮工場空調・衛生設備工事

三井住友・大成建設共同企業体 
大成建設㈱

銀座八丁目計画空調・電気設備工事

(財)日本生命済生会 日生病院空調・衛生・電気設備工事



④ 手持工事高(平成18年３月31日現在) 

  

 
  手持工事のうち請負金額20億円以上の主なものは、次のとおりであります。 

  

 
  

３ 【対処すべき課題】 

当社グループを取り巻く事業環境は、過当競争による低価格受注や度重なる資機材の高騰等が収益構

造を悪化させる原因となっており厳しい状況にありますが、景気回復による旺盛な民間設備投資を受け

て当社グループがターゲットとする市場は伸びております。そこで、将来の継続的成長を確固たるもの

とするため、２００６年度から始まる３カ年の中期計画を策定し、経営体質強化の取り組みを開始しま

した。すなわち、当社の各事業部すべての事業強化のため、事業部ごとの構造改革や業務改革に取り組

むとともに、子会社を含めた事業領域の明確化と、効率的な事業運営を図り、連結業績の最大化を目指

します。また、経営の迅速な意思決定とコーポレート・ガバナンスを推進し、ＣＳＲを強力に推進する

ことで、磐石な経営基盤を構築いたします。 

 なお、当社は、当社従業員が競売入札妨害罪で略式命令を受けたことに伴い、国土交通省より、平成

１８年５月１６日から６月１４日までの３０日間、同省関東地方整備局管内の１都８県における公共工

事等に関する管工事業につき営業停止処分を受けました。当社といたしましては、今回の処分を極めて

厳粛に受け止め、コンプライアンス体制の一層の充実・強化を図り、再発防止に努めていく所存であり

ます。  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

建設設備 18,967 108,317 127,284

プラント設備 15,693 8,479 24,172

計 34,660 116,797 151,457

三菱地所㈱ 新丸の内ビル空調設備工事 ＜平成19年４月完成予定＞

㈱竹中工務店、大成建設㈱
東京ミッドタウンプロジェクトＡ棟空調設備工
事、Ｅ棟空調・衛生・電気設備工事

＜平成18年12月完成予定＞

鹿島建設㈱
トヨタ自動車東富士研究所パワートレイン研究
開発棟空調・衛生・電気設備工事

＜平成18年７月完成予定＞

学校法人 杏林学園
杏林大学医学部付属病院新外科病棟空調・衛
生・電気・情報通信設備工事

＜平成19年３月完成予定＞

ＰＦＩ大久保テクノリソース㈱ 大久保浄水場排水処理施設等機械設備工事 ＜平成20年３月完成予定＞



４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影
響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 
なお、下記項目の中には、将来の予想に関する事項も含まれておりますが、当該事項は当連結会計年
度末現在において判断したものであります。 

  
(1) 取引先の信用リスク 
建設業における請負契約は、一つの取引における金額が大きく、工事完了時に代金を受領するこ
とが多くあります。そのため、工事代金受領以前に取引先が信用不安に陥った場合には、業績に影
響を及ぼす可能性があります。 
  

(2) 資機材価格の急激な変動 
資機材価格が急激に高騰し、それを請負金額に反映させることが困難な場合には、業績に影響を
及ぼす可能性があります。 
  

(3) 株式相場の変動 
投資目的で保有している株式等の投資有価証券について、時価の変動により、業績に影響を及ぼ
す可能性があります。 
  

(4) 退職給付費用および債務の増加 
年金資産および信託資産の時価の下落や運用利回りの悪化、割引率等の退職給付債務算定に用い
る前提に変更があった場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。 
  

(5) カントリーリスク 
海外で請負工事の施工を行っているため、テロの発生やその国の政情悪化、経済状況の変動、予
期しない法律・規制の変更等があった場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。 
  

(6) 設備工事等における事故および災害 
設備工事等において、予期しない事故や災害が発生した場合には、業績に影響を及ぼす可能性が
あります。 
  

(7) 不採算工事の発生 
設備工事は工事内容の打ち合わせおよび見積りに基づき取り交わした請負契約にしたがって施工
し、工事完了後に顧客による竣工検査等を受けて引渡しが完了しますが、工事途中での設計変更や
手直し工事による想定外の追加原価等により不採算工事が発生した場合には、業績に影響を及ぼす
可能性があります。 
  

(8) 不動産事業におけるリスク 
賃貸料相場の急激な下落等による契約賃貸料の改定や賃貸契約の解除等があった場合には、業績
に影響を及ぼす可能性があります。 
  

(9) 業績の下期偏重による季節的変動 
当社グループの売上高は、通常の営業の形態として、上半期に比べ、下半期に完成する工事の割
合が大きいため、連結会計年度の上半期の売上高と下半期の売上高との間に著しい相違があり、上
半期と下半期の業績に季節的変動があります。最近２連結会計年度の上半期および下半期の実績は
下記のとおりであります。 

 
  

項目

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

上半期 
（百万円）

下半期 
（百万円）

1年通期
（百万円）

上半期
（百万円）

下半期
（百万円）

1年通期 
（百万円）

売上高 63,662 169,508 233,170 75,724 161,959 237,684

(構成比) (27.3%) (72.7%) (100.0%) (31.9%) (68.1%) (100.0%)

売上総利益 5,432 13,797 19,230 3,508 13,810 17,319

(構成比) (28.3%) (71.7%) (100.0%) (20.3%) (79.7%) (100.0%)

営業利益 

(△は損失)
△2,196 6,477 4,281 △4,121 7,013 2,892

(構成比) (－) (－) (100.0%) (－) (－) (100.0%)



５ 【経営上の重要な契約等】 
  

(1) 提出会社における主な販売契約 
  

 
  

(2) 提出会社における主な技術受入契約 
  

 
  
(3) 提出会社における主な技術援助契約 
  

 

相手会社名 国名 契約製品 契約の内容 契約期間

コムスコープ社 

（旧アバイア社）
米国 構内情報配線システム(SCS) 販売権の許諾

自平成18年１月 

至平成20年３月

日本アバイア株式会社 日本
構内電話交換機システム製品

群(PBX/米国アバイア社製)
販売権の許諾

自平成17年７月 

至平成18年７月

アクアコンサルト社
オーストリ

ア
超微細気泡散気装置 販売権の許諾

自平成12年２月 

至平成19年３月

アルファ・ラバル株式会社 日本
遠心分離機及びスターチ製造

技術
販売権の許諾

自平成15年７月 

至平成18年７月

相手会社名 国名 契約製品 技術提携の内容 対価 契約期間

ドル・オリバー・アイ

ムコ・ユー・エス・エ

ー社

米国
化学鉱山水処理用 

機械装置及びプラント
技術的知識の提供

工場裸渡売値に

対する一定料率

のロイヤルティ

自昭和63年１月 

至平成19年１月

ノルディックウォータ

ープロダクツ社

スウェー

デン
砂濾過装置

特許実施権の許諾

技術的知識の提供

販売額に対する

一定料率のロイ

ヤルティ

自昭和53年11月 

至平成20年10月

フィシア・バブコッ

ク・環境社
ドイツ

活性炭素吸着プロセス

及び反応器

ノウハウ実施権の

許諾 

技術的知識の提供

プロセス設備の

排ガス量に対す

る一定料率のロ

イヤルティ

自平成10年７月 

至平成20年７月

大平洋金属株式会社 

ラサ商事株式会社
日本

下水汚泥再資源化(リ

ン肥料化・リン鉄化)

技術

プラントの製造、

販売及び技術供与

溶融炉規模(一

日当たりの乾燥

灰処理能力)に

対する一定額の

ロイヤルティ

自平成14年４月 

至平成18年12月

ヤコブ・シュティーフ

ェル社
スイス

水冷火格子焼却システ

ム

特許再実施権の許

諾 

技術的知識の提供

プラントの年間

ごみ処理量１ト

ン当たりに対す

る一定額のロイ

ヤルティ

自平成14年４月 

至平成24年４月

プロジェクト・マネジ

メント・コンサルタン

ツ社

ドイツ

トランスヒートコンテ

ナシステム（潜熱蓄熱

搬送）

特許再実施権の許

諾 

技術的知識の提供

製造・販売した

製品1台当たり

に対する一定額

のライセンス料

自平成15年11月 

至平成24年12月

相手会社名 国名 契約製品 技術提携の内容 対価 契約期間

株式会社つうけん他 日本

下水道を利用した光フ

ァイバー敷設技術「テ

ンションガイド工法」

共有工業所有権等

の許与

使用ガイド管１

ｍ当たりに対す

る一定料率のロ

イヤルティ

契約締結の日か

ら当該共有工業

所有権等の最長

権利存続期間ま

たは15年間のい

ずれか長い方の

期間

 



６ 【研究開発活動】 

  

（設備工事事業） 

提出会社で行っている研究開発は、建設設備（空調・換気・給排水衛生・電気・情報）としてのエ

ネルギー・居住環境・生産環境・高度情報処理システム並びにプラント設備としての環境保全に関す

る上下水処理・ごみ処理、産業設備に関する物流システムなどの事業領域を基盤にし、保有技術の拡

大、新技術の研究開発および知的所有権の取得促進に取り組んでおります。また、当連結会計年度は

技術研究所に「三機地球環境プラザ」を開設いたしました。これは、エネルギーや環境に取り組む姿

勢と関連する保有技術や最新の研究開発成果を表現するための展示用スペースとして開設したもので

あります。   

  なお、当連結会計年度における研究開発費は1,047百万円であり、主な研究開発成果は以下のとお

りであります。 

  また、子会社においては、研究開発活動は特段行われておりません。 

 
  

 １ 建設設備関連の開発 

(1)  セキュリティ関連技術の開発 

① ＦＢＧ（Fiber Bragg Grating）を活用した光ファイバー侵入検知システムの開発   

ＦＢＧセンサーを組み込んだ光ファイバーによる侵入検知システムを開発いたしました。重

要施設外周に設置されたフェンスに光ファイバーを敷設し、乗り越えや切破り侵入をリアル

タイムに検知いたします。空港、防衛施設、港湾などへの適用が見込まれ、既に３空港への

納入実績があります。     

② オープンネットワークセキュリティカメラシステムの開発 

センサー連動で侵入者を感知し、監視モニターで警告、追跡・録画ができるオープンネットワー

クセキュリティカメラシステム、「Sanki-Open network Security camera-System S-OSS」を開発

し、販売を開始いたしました。汎用性のあるオープンシステムで、遠隔地にあるパソコンや携帯

電話での監視ができ、既存の監視カメラや配線の再利用も可能で低コスト化を実現いたしまし

た。 

(2)  多用途クリーンブースの開発 

最近のクリーンルームではコストダウン、省エネルギーの観点から局所清浄化への要求が高まっ

ています。局所清浄化ニーズに対応した多用途クリーンブースを開発し、販売を開始いたしまし

た。簡単に移動できる可動型をはじめ３タイプがあり、生産設備の条件に柔軟に対応できます。 

(3)  省エネルギー水噴霧加湿冷却システム「Econo-Fog（エコノ フォグ）」の開発 

半導体工場やＦＰＤ（フラットパネルディスプレイ）工場などの大規模クリーンルームを対象と

した省エネルギー水噴霧加湿冷却システム「Econo-Fog（エコノ フォグ）」を開発いたしまし

た。クリーンルームの循環空気に微細にした水を直接噴霧するシステムで、加湿用温熱源が不要

となり、また、冬期の空調用熱源が節減できます。 

(4)  ワッシャ式全熱交換器システム「ＭＡＴＨＥＬＡＮ（マザラン）」の開発 

バイオテクノロジー施設や半導体工場など排気量が多く、有害物質のコンタミネーションが予想

される施設向けにスクラバー機能を兼ね備えたワッシャ式全熱交換器システム「ＭＡＴＨＥＬＡ

Ｎ（マザラン）」を開発いたしました。従来から課題であった排気側から給気側へのコンタミネ

ーションがなく、また、熱回収により外気処理の大幅な省エネを実現いたしました。 

  



 ２ プラント設備関連の開発  

(1)  スポンジ担体を用いた省エネ排水処理装置の開発 

２００２年度から広島県の産官学共同研究プロジェクトに参画し、スポンジ担体を用いた曝気

（エアレーション）が不要の省エネ排水処理装置を開発いたしました。実下水による国内最大規

模の実証実験を行い、通年で良好な処理性能を確認いたしました。 

(2) 熱の宅急便「トランスヒートコンテナ・システム」の熱輸送実証試験 

トランスヒートコンテナ・システムの実証試験を２ヶ所で開始いたしました。１ヶ所は東京都下

水道局清瀬水再生センターの下水汚泥焼却設備の廃熱を約２．５ｋｍ離れた清瀬市民体育館に輸

送して利用するもので、東京都下水道局および東京下水道エネルギー株式会社との共同研究とし

て実施しております。他１ヶ所は群馬県にある三洋電機株式会社東京製作所を熱源とし、約２０

ｋｍ離れた埼玉県下の古河スカイ株式会社深谷工場へ輸送・利用するもので、環境省の地球温暖

化対策技術開発事業の一環として実施しております。 

(3) 薄物切出し装置の開発 

薄物専用のメール仕分け機に関して、「高速化」と「安定化」を追求し、自動的に切出しおよび

光学的手法による文字認識（ＯＣＲ）ができる切出し装置を開発いたしました。メール便事業等

に必要とされる薄物仕分けの機械化促進に際し、効率的な装置構成要素として活用できます。 

(4) 大基板液晶カセット対応クリーンストッカの開発 

液晶基板サイズの大型化に伴い、大基板液晶カセット対応クリーンストッカを開発いたしまし

た。厳しいクリーン環境下での高能力、高負荷搬送および非接触給電を実現し、クリーンルーム

内生産ラインを構築する搬送機器のひとつにラインアップされます。 

(5) ベルトカーブコンベヤの開発 

正逆回転対応機構、クッション式ガイドホルダー、クイックベルト交換機構を搭載することで、

ベルトカーブコンベヤが従来抱えていた問題点を解決した信頼性あるベルトカーブコンベヤを開

発いたしました。国内はもとより海外への販売を視野に入れた戦略商品として期待できます。 

(6) 新型サニベヤ「ＫＩＲＥＩ（商品名）」の開発 

ＨＡＣＣＰを支援する食品搬送用ベルトコンベヤを開発いたしました。パッチン錠を外すだけで

簡単にベルトが緩む機構を標準装備しておりますので、ライン停止後の洗浄が非常に楽にでき、

衛生的な食品製造ラインの維持に活躍いたします。 

  

（不動産事業） 

研究開発活動は特段行われておりません。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

  

（1）重要な会計方針および見積り 

当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている企業会計の基準に

基づき作成されております。 

この連結財務諸表の作成に際し、決算日における資産・負債の報告数値および報告期間における収

入・費用の報告数値に影響を与える見積りを行わなければなりません。貸倒引当金、完成工事補償引当

金等各種引当金および法人税等、並びに工事進行基準適用工事の予定利益率等に関する見積りおよび判

断に対して、継続して評価を行っております。 

なお、見積りおよび判断・評価については、過去の実績や状況に応じて合理的と考えられる要因等に

基づき行っておりますが、見積り特有の不確実性があるため、実際の結果は異なる場合があります。 

  

（2）財政状態の分析 

当連結会計年度末における流動資産は1,581億4百万円となり、前連結会計年度末に比べて104億1千5

百万円、率にして6.2％減少、また固定資産は872億6千3百万円となり、前連結会計年度末に比べて155

億4千8百万円、率にして21.7％増加いたしました。よって、総資産は2,453億6千7百万円となり、前連

結会計年度末に比べて51億3千3百万円、率にして2.1％増加いたしました。 

 流動資産の減少の主な要因は現金預金が減少したことによるものであります。これは「１ 業績等の

概要 （2）キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。 

 固定資産の増加の主な要因は投資有価証券が増加したことによるものであります。これは当連結会計

年度末における所有株式の株価上昇による時価評価差益の増加によるものであります。 

 当連結会計年度末における流動負債は1,145億4千9百万円となり、前連結会計年度末に比べて103億2

千5百万円、率にして8.3％減少、また固定負債は324億8千4百万円となり、前連結会計年度末に比べて

48億9千9百万円、率にして17.8％増加いたしました。よって、負債合計は1,470億3千3百万円となり、

前連結会計年度末に比べて54億2千6百万円、率にして3.6％減少いたしました。 

 流動負債の減少の主な要因は支払手形・工事未払金等が減少したことによるものであります。これは

流動資産の減少要因と同じく受注高の減少により仕入債務が減少したことによるものであります。 

 固定負債の増加の主な要因は繰延税金負債が増加したことによるものであります。これは固定資産の

増加要因と同じく当連結会計年度末における所有株式の株価上昇による時価評価差益の増加によるもの

であります。 

 当連結会計年度末における資本は983億3千3百万円となり、前連結会計年度末に比べて105億5千9百万

円、率にして12.0％増加いたしました。資本の増加の主な要因は所有株式の株価上昇によるその他有価

証券評価差額金の増加によるものであります。 

  

  

  

  



（3）経営成績の分析 

当連結会計年度の経営成績については「１ 業績等の概要 (1)業績」に記載のとおりであります。

当連結会計年度においては前連結会計年度に引き続き厳しい経営環境のなか、受注高につきましては、

2,354億円余と前連結会計年度を下回りましたものの、売上高につきましては、プラント設備部門の期

首手持ち工事の増加により2,376億円余と前連結会計年度を上回る増加となりました。また、利益面に

つきましては、工事採算の低落傾向が続いたことと、不動産事業における主要賃貸物件の賃料引き下げ

による売上総利益率の悪化が大きな要因となり、経費節減に努めましたものの、営業利益28億9千2百万

円、経常利益33億1千9百万円と大幅な減益となりました。これに特別利益として固定資産売却益9億7百

万円、投資有価証券売却益7億9千2百万円を計上し、特別損失として投資有価証券評価損他、合計で7億

1千2百万円を計上しました結果、当期純利益は23億5千5百万円と前連結会計年度に比べて2億4千5百万

円、率にして9.4％の減益となりました。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

（設備工事事業） 

   当連結会計年度は、試験研究開発用設備等で736百万円（無形固定資産87百万円を含む）の設  

 備投資を実施いたしました。  

  

（不動産事業） 

    当連結会計年度は、賃貸用建物の改修等のため817百万円の設備投資を実施いたしました。 

  

 なお、「第３ 設備の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示し 

ております。 

  

  

  

  



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

  平成18年３月31日現在 

 
  

(2) 国内子会社 

  平成18年３月31日現在 

 
  

(注) １ 帳簿価額に建設仮勘定は含んでおりません。 

２ 帳簿価額のうち「その他」は、無形固定資産であります。 

３ 提出会社は平成17年10月31日に本社を東京都千代田区から東京都中央区へ移転しております。また、建物を

連結会社以外から賃借しており、賃借料は898百万円であります。なお、賃借料は移転前と移転後の賃借料

を合算しております。 

４ [ ]外書きは、東和興産㈱から賃借しております。 

５ < >外書きは、提出会社から賃借しております。 

６ リース契約による賃借設備のうち主なものは下記のとおりであります。 

 
  

事業所名 
(所在地)

セグメント 
の名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)

従業
員数
(人)建物・

構築物

機械・
運搬具・
工具器具
備品

土地
(面積㎡)

その他 合計

大和事業所
(神奈川県大和市)(注)２

設備工事事業
生産設
備

816 228
85

(48,038)
47 1,178 190

本社 
(東京都中央区)(注)２,３

〃
その他
設備

36 238
―
(―)

49 324 640

技術研究所 
(神奈川県大和市)(注)２

〃
試験研
究設備

93 210
228

(4,470)
44 576 49

三機湘南研修センター 
(神奈川県横須賀市)(注)４

〃
その他
設備

658 26
[228]
―

(5,195)
―

[228]
684 ―

会社名
事業所名 
(所在地)

セグメン
トの名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)

従業
員数
(人)建物・

構築物

機械・
運搬具・
工具器具
備品

土地
(面積㎡)

その他 合計

東和興産㈱
日本IBM 
(神奈川県大和市) 
(注)５

不動産
事業

賃貸
資産

11,211 14
<86>
―

(48,841)
―

<86>
11,225 ―

〃
守山SC 
(滋賀県守山市)(注)５

〃 〃 1,928 4
<27>
―

(36,123)
―

<27>
1,933 ―

〃
高槻ＨC 
(大阪府高槻市)(注)５

〃 〃 667 1
<45>
―

(25,247)
―

<45>
668 ―

会社名 事業所名
セグメント 
の名称

設備の内容 数量
リース
期間

年間
リース料 
(百万円)

備考

三機工業㈱ 本社他 設備工事事業 CADシステム 一式 ４年 118
所有権移転外ファ
イナンス・リース

三機工業㈱ 大和事業所 〃
大型コンピ
ュータ

〃 ５年 80 〃



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

 （設備工事事業） 

    当連結会計年度後１年間の設備投資計画については、既存設備の改修・更新、開発研究の推進 

  などを目的として1,100百万円（無形固定資産100百万円を含む）の投資を計画しております。  

  

 (1) 重要な設備の新設等 

 特記事項はありません。 

  

 (2) 重要な設備の除却等 

 特記事項はありません。 

  

（不動産事業） 

 当連結会計年度後１年間の設備投資計画については、賃貸用建物等の改修を目的として1,000 

  百万円の投資を計画しております。  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 利益による自己株式の消却 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 192,945,000

計 192,945,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 77,461,156 同左

東京証券取引所
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部) 
名古屋証券取引所 
(市場第一部)

―

計 77,461,156 同左 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

自平成13年８月28日 
至平成14年３月29日 
(注)

△3,055,000 77,461,156 ― 8,105 ― 4,181



(4) 【所有者別状況】 
平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式3,571,310株は「個人その他」に3,571単元及び「単元未満株式の状況」の欄に310株を含めて記載

しております。 

２ 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が２単元含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 
平成18年３月31日現在 

 
(注)  １ 上記のほか当社所有の自己株式3,571千株（4.6％）があります。 

２ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

      日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）          3,018千株 

      日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）            2,838千株 

      日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（三井ア            1,168千株 

          セット信託銀行再信託分・ＣＭＴＢエクイティインベ 

      ストメンツ株式会社信託口） 

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数 
(人)

― 55 23 141 100 ― 3,176 3,495 ―

所有株式数 
(単元)

― 39,162 212 5,082 18,067 ― 14,755 77,278 183,156

所有株式数 
の割合(％)

― 50.68 0.27 6.58 23.38 ― 19.09 100 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 7,300 9.42

三井生命保険株式会社 
（常任代理人 日本トラスティ 
・サービス信託銀行株式会社）

東京都千代田区大手町１－２－３
（東京都中央区晴海１－８－11）

7,300 9.42

明治安田生命保険相互会社 
（常任代理人 資産管理サービ 
ス信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内２－１－１
（東京都中央区晴海１－８－12）

7,300 9.42

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１－８－11 3,018 3.90

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２－11－３ 2,838 3.66

三機共栄会 東京都中央区日本橋室町２－１－１ 2,039 2.63

ジェーピー モルガン チェー
ス バンク ３８５０５０ 
（常任代理人 株式会社みずほ 
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室）

ウールゲート ハウス, コールマン
ストリート ロンドン 
EC2D 2HD, 英国 
（東京都中央区日本橋兜町６－７）

1,903 2.46

ザ チェース マンハッタン 
バンク エヌエイ ロンドン 
（常任代理人 株式会社みずほ 
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室）

ウールゲート ハウス, コールマン
ストリート ロンドン 
EC2P 2HD, 英国 
（東京都中央区日本橋兜町６－７）

1,864 2.41

シュローダー インベストメン
ト マネージメント クライア
ントプリテル 
（常任代理人 株式会社三菱東
京ＵＦＪ銀行カストディ業務
部）

グレシャム・ストリート３１ ロンドン
EC2V 7QA, 英国 
（東京都千代田区丸の内２－７－１）

1,170 1.51

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社（三井アセット信 
託銀行再信託分・ＣＭＴＢエク
イティインベストメンツ株式会
社信託口）

東京都中央区晴海１－８－11 1,168 1.51

計 ― 35,900 46.35



３ シュローダー投信投資顧問株式会社から、平成16年４月８日付で提出された大量保有報告書により平成16年

４月１日現在で8,222,000株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社としては当事業年度末時点に

おける実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりません。なお、シュローダ

ー投信投資顧問株式会社の大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。 

 
  

  
(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株(議決権２個)含ま 

れております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

シュローダー投信投資顧問株式
会社

東京都千代田区丸の内１－11－１ 3,819 4.93

シュローダー・インベストメン
ト・マネージメント・ノースア
メリカ・リミテッド

グレシャム・ストリート３１ ロンドン
EC2V 7QA, 英国 

286 0.37

シュローダー・インベストメン
ト・マネージメント・リミテッ
ド

グレシャム・ストリート３１ ロンドン
EC2V 7QA, 英国 

4,117 5.31

計 ― 8,222 10.61

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式) 
普通株式

3,571,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

73,707,000
73,707 ―

単元未満株式
普通株式

183,156
― 一単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 77,461,156 ― ―

総株主の議決権 ― 73,707 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
三機工業株式会社

東京都中央区日本橋室町
２－１－１

3,571,000 ― 3,571,000 4.6

計 ― 3,571,000 ― 3,571,000 4.6



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

当該制度は、会社法第236条および会社法第239条の規定に基づき、当社取締役（社外取締役を除く。以下同

じ。）、監査役（社外監査役を除く。以下同じ。）、執行役員および従業員に対し、特に有利な条件で新株予約権

を発行することを、平成18年６月28日開催の第82回定時株主総会において決議されたものです。 

 なお、当社取締役に対する新株予約権付与は、会社法第361条第１項第３号の報酬等に、当社監査役に対する新株

予約権付与は、会社法第387条第１項の報酬等にそれぞれ該当いたします。 

当該制度の内容は次のとおりであります。 

  

 
(注)１ 付与対象者は、この有価証券報告書提出日以降に開催される当社取締役会決議をもって決定する。 

  ２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数につ

いて行われ、調整により生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。 

     調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

また、当社が合併、会社分割、株式交換または株式移転（以下総称して「合併等」という。）を行う場合、

株式の無償割当を行う場合、その他株式数の調整を必要とする場合には、合併等、株式の無償割当の条件等

を勘案のうえ、合理的な範囲内で株式数を調整することができる。 

  ３ 新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、新株予約権の行使に際して払込をすべ

き１株当たりの金額（以下「行使価額」という。）に各新株予約権の目的である株式の数を乗じた価額とす

る。 

行使価額は、新株予約権を割り当てる日の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除く。）における東

京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は

切り上げる。 

    ただし、その金額が新株予約権を割り当てる前日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値

（当日に終値がない場合は、それに先立つ直近日の終値。）を下回る場合は、当該終値とする。なお、当社

が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、上記の行使価額は、株式分割または株式併合の

比率に応じ、次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

決議年月日 平成18年６月28日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役、監査役、執行役員、従業員  (注)１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 900,000株を上限とする。(注)２

新株予約権の行使時の払込金額 (注)３

新株予約権の行使期間
新株予約権の割当日の翌日から２年を経過した日より３
年以内とする。

新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、その地位を喪失した場合（取締役・

監査役・執行役員の退任、従業員の停年退職等。）

においても、権利を行使することができる。ただ

し、取締役、監査役、執行役員が死亡により退任し

た場合、または従業員が死亡または自己都合により

退職した場合にはこの限りではない。また、当社取

締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限り

でない。

②新株予約権の相続はこれを認めない。

③その他権利行使の条件は、本総会決議および取締役会

決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結す

る「新株予約権割当契約書」に定めるところによ

る。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会
の決議による承認を要するものとする。

       調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率



    また、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行または自己株式の処分を行う場合（会

社法第194条の規定（単元未満株主による単元未満株式売渡請求。）に基づく自己株式の売渡し、当社普通株

式に転換される証券もしくは転換できる証券または当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約

権付社債に付されたものを含む。）の転換または行使の場合を除く。）、上記の行使価額は、次の算式によ

り調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 
    上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式に係る自

己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株

式数」に読み替える。 

さらに、当社が合併等を行う場合、株式の無償割当を行う場合、その他上記の行使価額の調整を必要とする

場合には、合併等の条件、株式の無償割当の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で行使価額を調整するこ

とができる。 

  

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込価額

調 整 後
＝

調 整 前
×

新規発行前の株価

払込価額 払込価額
既発行株式数＋新規発行による増加株式数



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1)【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

  ①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

   該当事項はありません。 

  

  ②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

   該当事項はありません。 
  

３ 【配当政策】 

 利益配分につきましては、安定的な配当を基本としつつ、業績に対応した配当も考慮しております。

 このような基本方針に基づき当第82期（平成18年３月期）の配当につきましては、中間配当として１

株につき普通配当６円に特別配当１円５０銭を加え、計７円５０銭を実施しておりますので、期末配当

金は１株につき普通配当６円（年１２円）に特別配当１円５０銭（年３円）を加え、計７円５０銭（年

１５円）とし、記念配当を除き前期と同額の配当を行うことといたしました。 

 この結果、株主資本配当率は1.3％、配当性向は59.5％となりました。 

 内部留保資金につきましては、今後の一層厳しい経営環境のなかで競争力の強化をはかるとともに、

更なる事業発展の基礎を構築するため、新事業と新技術の開発等に有効投資してまいります。 

(注) 当期の中間配当に関する取締役会決議日 平成17年11月18日 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

 (2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 
  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

回次 第78期 第79期 第80期 第81期 第82期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

最高(円) 780 657 724 908 1,173

最低(円) 505 499 534 587 740

月別
平成17年 
10月

11月 12月
平成18年
１月

２月 ３月

最高(円) 1,081 1,059 1,105 1,173 1,100 1,004

最低(円) 906 913 939 1,001 920 905



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

代表取締役 
社長

社長執行役員 宅   清 光 昭和18年９月30日生

昭和43年４月 三機工業株式会社入社

73

平成４年６月 同取締役 関西支社関西営業副本

部長

平成５年６月 同取締役 関西支社関西営業本部

長

平成６年４月 同取締役 開発本部長

平成７年６月 同常務取締役

平成９年６月 同常務取締役 関西支社長

平成11年４月 同常務取締役

平成11年６月 同専務取締役

平成13年６月 同代表取締役社長

平成16年６月 同代表取締役社長 社長執行役員

(現任)

代表取締役 専務執行役員 田 中 嘉 夫 昭和15年８月12日生

昭和38年４月 三機工業株式会社入社

55

平成７年６月 同取締役 プラント副事業本部長

兼環境システム事業部長

平成11年４月 同取締役 環境システム事業部長

平成11年６月 同常務取締役 環境システム事業

部長

平成13年６月 同専務取締役

平成16年６月 同取締役 専務執行役員

平成17年６月 同代表取締役 専務執行役員(現

任)

取締役 専務執行役員 本 木   満 昭和17年１月15日生

昭和40年４月 三機工業株式会社入社

48

平成９年６月 同取締役 東京本店エンジニアリ

ング事業部長

平成11年４月 同取締役 関西支店長

平成13年６月 同常務取締役 関西支店長

平成15年６月 同常務取締役 エンジニアリング

事業部長

平成16年６月 同取締役 専務執行役員 エンジニ

アリング事業部長

平成17年４月 同取締役 専務執行役員(現任)

取締役 専務執行役員 川 角 喜 一 昭和18年１月23日生

昭和43年４月 三機工業株式会社入社

30

平成９年６月 同取締役 東京本店リフォーム事

業部長

平成11年４月 同取締役 空調衛生副事業部長

平成13年４月 同取締役 名古屋支店長

平成15年６月 同常務取締役 名古屋支店長

平成16年６月 同取締役 専務執行役員 空調衛生

事業部長

平成18年４月 同取締役 専務執行役員(現任)

取締役
常務執行役員
ＣＳＲ推進本
部長

瀬 田 光 雄 昭和19年４月28日生

昭和46年４月 三機工業株式会社入社

30

平成９年６月 同取締役 東京本店エンジニアリ

ング副事業部長

平成11年４月 同取締役 エンジニアリング事業

部長

平成13年６月 同常務取締役 空調衛生事業部長

平成16年６月 同取締役 常務執行役員 技術・業

務統括本部長

平成17年６月 同取締役 常務執行役員

平成18年４月 同取締役 常務執行役員 ＣＳＲ推

進本部長(現任)

取締役
常務執行役員
空調衛生事業
部長

畑 佐 彰 保 昭和19年１月18日生

昭和37年４月 三機工業株式会社入社

12

平成７年７月 同大阪支店次長

平成12年４月 同関西支店副支店長

平成15年６月 同取締役 関西支店長

平成16年６月 同常務執行役員 関西支店長

平成17年６月 同取締役 常務執行役員 技術・業

務統括本部長

平成18年４月 同取締役 常務執行役員 空調衛生

事業部長(現任)



  



 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

取締役 常務執行役員 鈴 木   強 昭和19年７月22日生

昭和42年４月 三機工業株式会社入社

12

平成９年７月 同東京本店次長

平成11年４月 同電気事業部長

平成13年６月 同取締役 電気事業部長

平成16年６月 同常務執行役員 電気事業部長

平成18年４月 同常務執行役員

平成18年６月 同取締役 常務執行役員(現任)

取締役
常務執行役員
経理本部長

有 馬 修一郎 昭和22年６月24日生

昭和45年４月 三機工業株式会社入社

10

平成９年７月 同経理副本部長

平成13年６月 同経理本部長

平成15年６月 同取締役 経理本部長

平成16年６月 同取締役 執行役員 経理本部長

平成17年６月 同取締役 常務執行役員 経理本部

長(現任)

取締役
執行役員
総務本部長

臼 井 哲 夫 昭和24年１月５日生

昭和46年４月 三機工業株式会社入社

1

平成11年４月 同機械システム副事業部長

平成17年４月 同総務本部長

平成17年６月 同取締役 執行役員 総務本部長

(現任)

取締役 西 村   博 昭和18年１月１日生

昭和42年４月 三井生命保険相互会社入社

―

平成８年７月 同取締役主計部長

平成10年４月 同常務取締役

平成11年４月 同常務取締役マーケティング部門

長

平成12年４月 同常務取締役経営企画部門長

平成13年４月 同専務取締役経営企画部門長

平成13年７月 同代表取締役社長

平成16年４月 三井生命保険株式会社 

代表取締役社長執行役員(現任)

平成16年６月 三機工業株式会社取締役(現任)

取締役 鱒 見 満 裕 昭和17年７月29日生

昭和40年４月 株式会社三井銀行入行

―

平成５年６月 株式会社さくら銀行 

取締役東京審査第二部長

平成８年６月 同常務取締役

平成11年６月 同専務執行役員

平成12年６月 さくら抵当証券株式会社 

代表取締役社長

平成14年３月 ＳＭＢＣ抵当証券株式会社 

代表取締役社長

平成15年６月 三機工業株式会社取締役(現任)

平成17年６月 ＳＭＢＣ抵当証券株式会社退社

常勤監査役 琴 浦   健 昭和15年12月19日生

昭和39年４月 三機工業株式会社入社

47

平成７年６月 同取締役 大阪支店長

平成11年４月 同取締役 空調衛生事業部長

平成11年６月 同常務取締役 空調衛生事業部長

平成13年６月 同専務取締役

平成16年６月 同常勤監査役(現任)

常勤監査役 中 安 武 史 昭和17年１月２日生

昭和41年４月 三機工業株式会社入社

12
平成８年３月 同経理副本部長

平成９年６月 同経理本部長

平成13年６月 同常勤監査役(現任)

常勤監査役 新 間   衞 昭和27年４月22日生

昭和50年４月 日本生命保険相互会社入社

―

平成12年３月 大星ビル管理株式会社出向

企画部兼経理部担当部長

平成14年３月 日本生命保険相互会社東海財務部

部長

平成17年３月 同首都圏財務部部長

平成18年６月 同関連事業部調査役

平成18年６月 三機工業株式会社常勤監査役(現

任)

 



 
(注)１．取締役 西村 博及び鱒見満裕は、会社法第２条第15号に定める「社外取締役」であります。  

  ２．監査役 新間 衞、井口武雄及び則定 衛は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。 

  ３．当社は執行役員制度を導入しており、平成18年６月28日現在の執行役員は次のとおりであります。 

  ※は取締役兼務者であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

監査役 井 口 武 雄 昭和17年４月９日生

昭和40年４月 大正海上火災保険株式会社(現三

井住友海上火災保険株式会社)入

社

―

平成５年６月 同取締役火災新種商品企画部長

平成６年６月 同常務取締役

平成８年４月 同取締役社長(代表取締役)

平成12年６月 同最高執行責任者(ＣＥＯ)取締役

会長・取締役社長(代表取締役)

平成13年10月 三井住友海上火災保険株式会社 

取締役会長共同最高経営責任者

(代表取締役)

平成15年６月 三機工業株式会社監査役(現任)

平成18年４月 三井住友海上火災保険株式会社 

代表取締役会長執行役員(平成18

年６月退任）

監査役 則 定   衛 昭和13年７月21日生

昭和38年４月 検事任官

―

平成３年10月 法務大臣官房長

平成５年12月 法務省刑事局長

平成８年１月 法務事務次官

平成10年６月 東京高等検察庁検事長

平成11年10月 弁護士登録

平成12年４月 京橋中央法律事務所弁護士(現任)

平成15年６月 三機工業株式会社監査役(現任)

計 330

役職 氏名

※社長執行役員 宅   清 光

※専務執行役員 田 中 嘉 夫

※専務執行役員 本 木   満

※専務執行役員 川 角 喜 一

 専務執行役員 営業本部長 梶 浦 卓 一

※常務執行役員 ＣＳＲ推進本部長 瀬 田 光 雄

※常務執行役員 空調衛生事業部長 畑 佐 彰 保

※常務執行役員 鈴 木   強

 常務執行役員 名古屋支店長 白 石 忠 孝

 常務執行役員 環境システム事業部長 市 原 成 典

※常務執行役員 経理本部長 有 馬 修一郎

 常務執行役員 関西支店長 丸 岡 敏 峯

 常務執行役員 ファシリティシステム事業部長 久保田 丈 夫

 執行役員 機械システム事業部長 江 崎 茂 男

 執行役員 横浜支店長 門 池   功

 執行役員 エンジニアリング事業部長 安 永 俊 克

 執行役員 技術開発本部長 山 下 彰 夫

 執行役員 ＣＳＲ推進副本部長 岩 田 憲 二

※執行役員 総務本部長 臼 井 哲 夫

 執行役員 業務本部長 濱 野 健 次

 執行役員 関西副支店長 玖 村 信 夫

 執行役員 名古屋副支店長 安 藤 憲 正

 執行役員 空調衛生副事業部長兼東京第一支店長 三 村 哲 夫

 執行役員 空調衛生副事業部長兼東京第二支店長 伊 奈 武 重

 執行役員 電気事業部長 荒 木   浩

 執行役員 営業副本部長 中 井 幸 彦

 執行役員 環境システム副事業部長 青 木   健

 執行役員 中国支店長 藤 井 日出海



  



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

提出会社が主として属しております建設業では、企業評価の尺度として一般的に議論される収益性や財

務内容のほかに受注の実績もまたかなりのウエートを占めており、顧客、取引先、株主・投資家、役職

員、社会等様々なステークホルダーとの末長い良好な関係の維持が重要な経営戦略となっております。し

たがいまして、提出会社のコーポレート・ガバナンス体制につきましては、コンプライアンスの徹底が不

可欠であると考えております。 

このコンプライアンスの徹底を実効性あるものにするために、提出会社は提出会社の事業内容を熟知し

た監査役による監視体制を中心とし、そこに複数の社外取締役・社外監査役による客観的チェックを加え

ることで、経営の透明性・健全性を確保する体制を基本としております。 

  また、取締役の経営責任の明確化および経営環境の変化に対応できる経営体制の機動的な構築を目的と

して、平成15年から取締役の任期を１年とし、平成16年６月には経営効率の向上、意思決定の迅速化を図

る体制の構築を目的として執行役員制度を導入しております。 

  さらに、企業の社会的責任を遂行する姿勢を明確にするために、平成18年４月よりＣＳＲ推進本部を設

置し、提出会社の企業活動に対する内部監査体制を強化しております。 

  

（１）会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制

の状況（平成18年６月28日現在） 

業務執行・監査および内部統制のしくみ 

  

 

  

・取締役会は毎月１回以上開催し、重要事項の決定および業務執行状況の監督をおこなっております。

また、常勤取締役および常勤監査役により構成された経営会議を毎週開催し、取締役会付議事項その

他の重要事項について審議しております。執行役員制度の導入に伴い執行役員会を３ヶ月ごとに開催

し、社長および部門担当執行役員からの方針伝達と執行役員からの業務執行状況報告等をおこないま

す。 

  



・監査役会は年４回以上開催し、監査に関する重要事項について報告を受け、協議・決議をおこなって

おります。また監査役は取締役会その他重要な会議へ出席し、必要に応じて意見表明を行うなど法令

および監査方針に基づいた適正な監査を行っており、会計監査および業務監査においては、会計監査

人、ＣＳＲ推進本部との連携を図り、その実効性を高めるよう努めております。 

・内部監査は独立した内部監査組織であるＣＳＲ推進本部が実施し、人員は６名となっております。年

度監査計画に基づき各業務執行部署の業務遂行について定期または臨時に監査を実施し、内部管理体

制の適切性・有効性等を検証するとともに必要に応じて問題点の改善・是正に関する提言を行い、監

査結果を代表取締役社長に報告しております。またＣＳＲ推進本部は内部監査とは別に法令および行

動規範・行動指針等の遵守状況検証のため、企業倫理監査を実施し、監査結果を企業倫理担当役員お

よび企業倫理委員会に報告しております。 

・提出会社の会計監査業務を執行した公認会計士は橋本佑太郎、喜多村教證（以上、公認会計士法第34

条の10の４に定める指定社員）の２名であり、新日本監査法人に所属しております。 

なお、上記２名の継続監査年数は、橋本は16年、喜多村は14年となっております。同監査法人は、公

認会計士法上の規制開始および日本公認会計士協会の自主規制実施に先立ち自主的に業務執行社員の

交替制度を導入しており、橋本は平成18年３月期会計期間をもって交替する予定となっております。

また、喜多村は同監査法人において策定された交替計画に基づいて平成19年３月期会計期間をもって

交替する予定となっておりましたが、同監査法人の交替規程の改訂により平成18年３月期会計期間を

もって交替する予定となっております。 

なお、会計監査業務に係る補助者は、公認会計士６名、会計士補10名であります。提出会社は公認会

計士による監査の実施において、正しい経営情報を提供するなど、公正普遍な立場から監査が実施さ

れる環境を整備しております。 

  
（２）会社と会社の社外取締役および社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他利害関係の概

要 

 社外取締役１名は提出会社の大株主の現代表取締役であり、社外監査役１名は提出会社の大株主の

前代表取締役であります。 

 提出会社は上記大株主たる２社と建設設備工事請負契約および保険契約等の取引をおこなっており

ます。 

  

（３）リスク管理体制の整備の状況 

 提出会社のリスク管理体制は、コンプライアンス、情報セキュリティ、品質、環境、災害などに係

るリスクについては、それぞれの対応部署で必要に応じ規則・ガイドラインを制定し、研修の実施、

マニュアルの作成・配布を行っております。また、新たに生じたリスクへの対応のために必要な場合

は速やかに対応部署および責任執行役員を定めております。 

 なお、重要な経営判断を要する事項については、その重要度に応じて経営会議、取締役会において

判断しております。 

  

（４）会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

 当社グループは平成14年12月１日付で、三機工業行動規範・行動指針および企業倫理規程を制定す

るとともに、定期に企業倫理委員会を開催するほか、企業倫理教育および企業倫理監査の実施、違反

事実があった場合における従業員からＣＳＲ推進本部または社外の弁護士への通報窓口設置等の企業

倫理体制を構築いたしました。また、平成18年２月13日付で官公庁向け事業における行動基準を制定

し、その内容を実効性のあるものとするため、全従業員における理解を深めるべく、周知・徹底を図

っております。 

  



（５）役員報酬の内容 

・取締役の年間報酬総額 168百万円（うち社外取締役12百万円） 

・監査役の年間報酬総額  52百万円（うち社外監査役21百万円） 

  

（６）監査報酬の内容 

・公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 

26百万円（消費税等抜きの金額で表示しております。） 

・上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

  

  

  

  

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 提出会社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大

蔵省令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24

年建設省令第14号)に準じて記載しております。 

ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５

号)附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 提出会社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令

第59号。以下「財務諸表等規則」という。)第２条の規定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」

(昭和24年建設省令第14号)により作成しております。 

ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)

附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

提出会社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年

３月31日まで)及び当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表並びに

前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及び当事業年度(平成17年４月１日から平成18

年３月31日まで)の財務諸表について、新日本監査法人により監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金預金 ※２ 29,398 20,250

 ２ 受取手形・完成工事 
   未収入金等

110,962 109,127

 ３ 未成工事支出金 19,013 19,888

 ４ その他たな卸資産 234 231

 ５ 繰延税金資産 1,796 2,480

 ６ その他 7,270 6,314

   貸倒引当金 △156 △ 188

   流動資産合計 168,520 70.1 158,104 64.4

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物・構築物 ※２ 45,030 45,412

    減価償却累計額 △27,570 17,460 △28,242 17,170

  ２ 機械・運搬具・ 
    工具器具備品

4,507 4,398

    減価償却累計額 △3,639 867 △3,485 912

  ３ 土地 ※２ 3,726 3,737

  ４ 建設仮勘定 47 44

   有形固定資産合計 22,102 9.2 21,864 8.9

 (2) 無形固定資産 463 0.2 393 0.2

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 ※1,2 36,882 51,647

  ２ 長期貸付金 1,018 1,010

  ３ 投資不動産 2,084 1,800

    減価償却累計額 △812 1,272 △618 1,182

  ４ 繰延税金資産 135 151

  ５ その他 10,766 11,607

    貸倒引当金 △926 △ 593

   投資その他の資産合計 49,148 20.5 65,005 26.5

   固定資産合計 71,714 29.9 87,263 35.6

   資産合計 240,234 100.0 245,367 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形・工事未払金等 92,567 85,316

 ２ 短期借入金 ※２ 12,680 12,101

 ３ 未払法人税等 1,578 1,993

 ４ 未成工事受入金等 8,942 7,590

 ５ 賞与引当金 1,938 1,820

 ６ 完成工事補償引当金 492 649

 ７ 受注工事損失引当金 701 1,649

 ８ その他 5,974 3,428

   流動負債合計 124,875 52.0 114,549 46.7

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 3,103 1,948

 ２ 繰延税金負債 3,163 10,237

 ３ 退職給付引当金 13,009 12,754

 ４ 役員退職慰労引当金 653 583

 ５ 愛・地球博出展引当金 12 ―

 ６ その他 7,641 6,960

   固定負債合計 27,584 11.5 32,484 13.2

   負債合計 152,460 63.5 147,033 59.9

(少数株主持分)

  少数株主持分 ― ― ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※５ 8,105 3.4 8,105 3.3

Ⅱ 資本剰余金 4,181 1.7 4,181 1.7

Ⅲ 利益剰余金 69,334 28.9 70,284 28.7

Ⅳ その他有価証券評価差額金 8,493 3.5 18,106 7.4

Ⅴ 自己株式 ※６ △2,340 △1.0 △ 2,344 △1.0

   資本合計 87,774 36.5 98,333 40.1

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

240,234 100.0 245,367 100.0



②【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高
 １ 完成工事高 228,888 233,835
 ２ 不動産事業等売上高 4,282 233,170 100.0 3,848 237,684 100.0

Ⅱ 売上原価
 １ 完成工事原価 ※１ 212,495 218,780
 ２ 不動産事業等売上原価 1,445 213,940 91.8 1,584 220,365 92.7
   売上総利益
   １ 完成工事総利益 16,392 15,055
   ２ 不動産事業等総利益 2,837 19,230 8.2 2,263 17,319 7.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費
 １ 従業員給料手当 5,696 5,531
 ２ 賞与引当金繰入額 803 673
 ３ 退職給付費用 653 667
 ４ 役員退職慰労 
   引当金繰入額

185 193

 ５ 貸倒引当金繰入額 36 7
 ６ 減価償却費 631 426
 ７ その他 ※１ 6,943 14,948 6.4 6,926 14,426 6.1
   営業利益 4,281 1.8 2,892 1.2

Ⅳ 営業外収益
 １ 受取利息 156 132
 ２ 受取配当金 252 443
 ３ 投資不動産賃貸料 416 367
 ４ 貸倒引当金戻入額 300 ―
 ５ その他 360 1,486 0.7 260 1,203 0.5

Ⅴ 営業外費用
 １ 支払利息 381 321
 ２ 投資不動産管理費用 102 88
 ３ 持分法による投資損失 ― 60
 ４ その他 336 820 0.4 305 776 0.3
   経常利益 4,946 2.1 3,319 1.4

Ⅵ 特別利益
 １ 固定資産売却益 ※２ 172 907
 ２ 投資有価証券売却益 656 828 0.4 792 1,699 0.7
 
Ⅶ 特別損失
 １ 固定資産除却損 ※３ 197 173
 ２ 減損損失 ※５ ― 90
 ３ 投資有価証券評価損 119 299
 ４ 貸倒引当金繰入額 ※４ 444 ―
 ５ 本社移転関係費 ― 761 0.3 150 712 0.3
   税金等調整前当期純利益 5,014 2.2 4,306 1.8
   法人税、住民税及び 
   事業税

2,043 2,320

   法人税還付税額等 ― △ 147
   法人税等調整額 369 2,413 1.1 △ 221 1,951 0.8
   当期純利益 2,600 1.1 2,355 1.0



③【連結剰余金計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 4,181 4,181

Ⅱ 資本剰余金増加高

   自己株式処分差益 0 ―

Ⅲ 資本剰余金期末残高 4,181 4,181

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 67,893 69,334

Ⅱ 利益剰余金増加高

   当期純利益 2,600 2,355

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 株主配当金 1,120 1,330

 ２ 役員賞与金 
   (うち監査役賞与金)

40
(4)

35
(6)

 ３ 持分法適用会社増加に 
      伴う減少高

― 1,160 39 1,404

Ⅳ 利益剰余金期末残高 69,334 70,284



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

   

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前当期純利益 5,014 4,306

 ２ 減価償却費 1,886 1,646

 ３ 減損損失 ― 90

 ４ 貸倒引当金の増減額（減少：△） 63 △300

 ５ 退職給付引当金の増減額（減少：△） △2,072 △1,214

 ６ 役員退職慰労引当金の増減額
  （減少：△）

△75 △69

 ７ 受取利息及び受取配当金 △408 △575

 ８ 支払利息 381 321

 ９ 持分法による投資損益（益：△） ― 60

 10 有形固定資産売却損益（益：△） △164 △907

 11  売上債権の増減額（増加：△） △22,413 1,762

 12 未成工事支出金の増減額（増加：△） 55 △874

 13 仕入債務の増減額（減少：△） 16,531 △7,244

 14 未成工事受入金等の増減額（減少：△） △312 △1,352

 15 その他の流動負債の増減額（減少：△） 1,115 △2,540

 16 その他 △1,356 2,832

    小計 △1,755 △4,058

 17 利息及び配当金の受取額 367 590

 18 利息の支払額 △394 △324

 19 法人税等の支払額 △1,369 △1,766

   営業活動によるキャッシュ・フロー △3,151 △5,557

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 有価証券の取得による支出 △4,586 ―

 ２ 有価証券の売却による収入 4,890 ―

 ３ 有形固定資産の取得による支出 △852 △1,472

 ４ 有形固定資産の売却による収入 215 989

 ５ 投資有価証券の取得による支出 △4,045 △3,755

 ６ 投資有価証券の売却による収入 13,229 4,754

 ７ 貸付けによる支出 △107 △208

 ８ 貸付金の回収による収入 110 146

 ９ その他 △1,191 △1,478

   投資活動によるキャッシュ・フロー 7,662 △1,024

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 短期借入金純増減額（減少：△） 502 △377

 ２ 長期借入れによる収入 920 645

 ３ 長期借入金の返済による支出 △2,436 △2,000

 ４ 自己株式の取得による支出 △1,181 △3

 ５ 自己株式の処分による収入 0 ―

 ６ 配当金の支払額 △1,120 △1,330

   財務活動によるキャッシュ・フロー △3,315 △3,067

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 1

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△） 1,194 △9,647

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 27,170 28,365

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 28,365 18,717



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事

項
 
(1) 連結子会社の数 ９社

 連結子会社名は「第１企業の概況４

関係会社の状況」に記載のとおりで

す。

 
(1) 連結子会社の数 10社

 連結子会社名は「第１企業の概況４ 

関係会社の状況」に記載のとおりで

す。 

  なお、三機アイティサービス㈱につ

いては当連結会計年度において新たに

設立したことにより連結子会社に含め

ることにしました。

 
(2) 非連結子会社の数 ５社

 非連結子会社名は次のとおりです。

苫小牧熱サービス㈱

親友サービス㈱

SANKI PHILIPPINES INC.

㈱スズキ技術士事務所

上海三机工程諮詢有限公司

 
(2) 非連結子会社の数 ５社

 非連結子会社名は次のとおりです。

苫小牧熱サービス㈱

親友サービス㈱

㈱スズキ技術士事務所

上海三机工程諮詢有限公司

三机建筑工程(上海)有限公司

(3) 非連結子会社を連結の範囲から除

いた理由

 非連結子会社５社は、いずれも小規

模会社であり、合計の総資産、売上

高、当期純損益(持分に見合う額)及び

利益剰余金(持分に見合う額)等は、い

ずれも連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないため、連結の範囲から除

外しました。

(3) 非連結子会社を連結の範囲から除

いた理由

同左

２ 持分法の適用に関する

事項

(1) 持分法適用会社数

 該当ありません。

 

(1) 持分法適用会社数         

非連結子会社      ―

関連会社 １社

  関連会社名は次のとおりです。 
    秋田エコプラッシュ㈱ 
 なお、同関連会社は当連結会計年度
において重要性が増したことから持分
法を適用することにしました。 

 

(2) 持分法非適用会社数

非連結子会社 ５社

関連会社 ４社

 非連結子会社名及び関連会社名は次
のとおりです。

苫小牧熱サービス㈱

親友サービス㈱

SANKI PHILIPPINES INC.

㈱スズキ技術士事務所

上海三机工程諮詢有限公司

SHUN HING－SANKI JV LIMITED

秋田エコプラッシュ㈱

PFI大久保テクノリソース㈱

奥羽クリーンテクノロジー㈱

 

(2) 持分法非適用会社数

非連結子会社 ５社

関連会社 ３社

 非連結子会社名及び関連会社名は次
のとおりです。

苫小牧熱サービス㈱

親友サービス㈱

㈱スズキ技術士事務所

上海三机工程諮詢有限公司

三机建筑工程(上海)有限公司

SHUN HING－SANKI JV LIMITED

PFI大久保テクノリソース㈱

奥羽クリーンテクノロジー㈱

(3) 持分法非適用会社についてその適

用をしない理由

 持分法を適用していない非連結子会

社５社及び関連会社４社は、それぞれ

当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体としても

重要性がないため、持分法の適用から

除外しました。

(3) 持分法非適用会社についてその適

用をしない理由

 持分法を適用していない非連結子会

社５社及び関連会社３社は、それぞれ

当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体としても

重要性がないため、持分法の適用から

除外しました。



 

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

３ 連結子会社の事業年度

等に関する事項

 連結子会社の事業年度末日と連結決

算日は一致しています。

同左

４ 会計処理基準に関する

事項

(1) 重要な資産の評価基

準及び評価方法

有価証券

 満期保有目的の債券

  償却原価法（定額法）

 その他有価証券

  時価のあるもの

   連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

  時価のないもの

   移動平均法による原価法

有価証券

 満期保有目的の債券

同左

 その他有価証券

  時価のあるもの

同左

  時価のないもの

同左

デリバティブ 

 時価法 

 

デリバティブ

同左

たな卸資産 

 未成工事支出金 

  個別法による原価法 

 材料貯蔵品 

  移動平均法による低価法 

 

たな卸資産

 未成工事支出金

同左

 材料貯蔵品

同左

(2) 重要な減価償却資産

の減価償却方法

有形固定資産(投資不動産を含む) 

 定率法 

 なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同一

の基準によっています。 

 

有形固定資産(投資不動産を含む)

同左

無形固定資産 

 定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を採用していま

す。 

 

無形固定資産

同左

(3) 重要な引当金の計上

基準

貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒れによる

損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上し

ています。 

 

貸倒引当金

同左

賞与引当金 

 従業員に支給する賞与に充てるた

め、当連結会計年度の負担に属する支

給見込額を計上しています。

賞与引当金

同左

 



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

完成工事補償引当金 

 完成工事に係る瑕疵担保の費用に備

えるため、当連結会計年度の完成工事

高に対する将来の見積補償額に基づい

て計上しています。 

 

完成工事補償引当金

同左

受注工事損失引当金 

 受注工事の損失に備えるため、手持

受注工事のうち、大幅な損失が発生す

ると見込まれ、かつ、当該損失額を合

理的に見積もることが可能な工事につ

いて、翌連結会計年度以降の損失見積

額を計上しています。 

 

受注工事損失引当金 

               同左

退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上し

ています。

 過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数(10年)による定額法により費用処理

しています。

 数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(10年)によ

る定額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度から費用処理す

ることとしています。

（会計方針の変更）

 当連結会計年度から「『退職給付に

係る会計基準』の一部改正」（企業会

計基準第３号 平成17年３月16日）及

び「『退職給付に係る会計基準』の一

部改正に関する適用指針」（企業会計

基準適用指針第７号 平成17年３月16

日）が、平成17年３月31日に終了する

連結会計年度に係る連結財務諸表から

適用できることになったことに伴い、

当連結会計年度から同会計基準及び同

適用指針を適用しています。この結

果、従来の方法によった場合と比較し

て営業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益は208百万円増加してい

ます。

退職給付引当金

同左

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

――――――



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（追加情報）

 提出会社は、平成17年３月１日に厚

生年金基金から確定給付企業年金へ移

行しています。この結果、過去勤務債

務が発生したことに伴い、営業利益、

経常利益及び税金等調整前当期純利益

が13百万円増加しています。

 また、平成15年４月に行った厚生年

金基金の代行返上に伴う年金資産の積

立超過を解消するため、信託資産の一

部（投資有価証券4,201百万円）の返

還を受けています。これに伴い返還資

産に対応する未認識数理計算上の差異

について当連結会計年度の損益として

認識した結果、営業利益、経常利益及

び税金等調整前当期純利益は401百万

円増加しています。

 なお、上記（会計方針の変更）及び

（追加情報）によるセグメント情報に

与える影響は（セグメント情報）に記

載しています。

―――――― 

役員退職慰労引当金 

 役員及び執行役員の退職慰労金の支

給に備えて、内規に基づく当連結会計

年度末要支給額を計上しています。 

 

役員退職慰労引当金 

        同左

(4) 重要なリース取引の

処理方法

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっています。 

 

同左

(5) その他連結財務諸表

作成のための重要な事

項

長期請負工事の収益計上処理 

 完成工事高の一部(工期１年以上、

請負金額10億円以上)について工事進

行基準を採用しています。

長期請負工事の収益計上処理

同左

 
完成工事高 23,728百万円

 
 
完成工事高 24,894百万円

 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税に相当する額

の会計処理は、税抜方式を採用してい

ます。

消費税等の会計処理

同左



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

５ 連結子会社の資産及び

負債の評価に関する事項

 連結子会社の資産及び負債の評価

は、全面時価評価法によっています。 

 

同左

６ 利益処分項目等の取扱

いに関する事項

 連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分について連結会計年度中に確定

した利益処分に基づいて作成していま

す。 

 

同左

７ 連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金の

範囲

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３か月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっています。

同左



会計処理の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

追加情報 

  

 
  

前連結会計年度          
(自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日)

―――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度から、固定資産の減損に係る会計基

準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及

び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第6号 平成15年10月31日）を適

用しています。これにより税金等調整前当期純利益が

90百万円減少しています。 

  なお、減損損失累計額については、改正後の連結財

務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除してい

ます。

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（連結損益計算書）

１ 前連結会計年度に区分掲記していました連結損益計

算書の「受取保険金」は、当連結会計年度はその金額

が営業外収益総額の100分の10以下となったため、営

業外収益の「その他」に含めて表示しました。なお、

当連結会計年度の営業外収益の「その他」に含まれて

いる「受取保険金」は122百万円であります。

（連結損益計算書） 

 前連結会計年度に区分掲記していました連結損益計

算書の「貸倒引当金戻入額」は、当連結会計年度はそ

の金額が営業外収益総額の100分の10以下となったた

め、営業外収益の「その他」に含めて表示しました。

なお、当連結会計年度の営業外収益の「その他」に含

まれている「貸倒引当金戻入額」は0百万円でありま

す。 

 

２ 前連結会計年度に連結損益計算書の営業外収益の

「その他」に含めて表示していました「貸倒引当金戻

入額」は、当連結会計年度はその金額が営業外収益総

額の100分の10を超えたため、区分掲記しました。な

お、前連結会計年度の営業外収益の「その他」に含ま

れている「貸倒引当金戻入額」は34百万円でありま

す。

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 提出会社は当連結会計年度から「法人事業税における

外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員会

実務対応報告第12号）に従い、法人事業税の付加価値割

及び資本割105百万円を販売費及び一般管理費に計上し

ています。 

 この結果、販売費及び一般管理費が同額増加し、営業

利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が同額減少

しています。なお、セグメント情報に与える影響は（セ

グメント情報）に記載しています。

―――――― 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 
  

 
  

(連結損益計算書関係) 
  

 

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

※１ このうち、非連結子会社及び関連会社に対する金

額

投資有価証券(株式) 288百万円

投資有価証券(出資金) 15

※１ このうち、非連結子会社及び関連会社に対する金

額

投資有価証券(株式) 198百万円

投資有価証券(出資金) 119

※２(イ)下記の資産は、長期借入金3,103百万円、短期

借入金2,000百万円(うち長期借入金からの振替分

2,000百万円)の担保に供しています。

建物・構築物(建物) 9,268百万円

土地 86

投資有価証券 6,958

※２(イ)下記の資産は、長期借入金1,948百万円、短期

借入金1,800百万円(うち長期借入金からの振替分

1,800百万円)の担保に供しています。

建物・構築物(建物) 8,880百万円

土地 86

投資有価証券 10,169

 

    (ロ)連結子会社の仕入債務履行保証金として、下記

の資産を担保に供しています。

現金預金(定期預金) 33百万円
 

  (ロ)下記の資産は、関連会社等の借入金の担保に供

しています。

投資有価証券 105百万円

  (ハ)連結子会社の仕入債務履行保証金として、下記

の資産を担保に供しています。

現金預金(定期預金) 33百万円

 

 ３ 偶発債務

 下記の借入金について債務保証を行っています。

呼吸器・アレルギー 
 センターＥＳＣＯ㈱

37百万円

 上記保証額は連帯保証分であるため、当社グルー

プ負担額を記載しています。

 

 ３ 偶発債務

 下記の借入金について債務保証を行っています。

呼吸器・アレルギー
 センターＥＳＣＯ㈱

57百万円

 上記保証額は連帯保証分であるため、当社グルー

プ負担額を記載しています。

 ４ 受取手形裏書譲渡高 87百万円 ４ 受取手形裏書譲渡高 14百万円

※５ 提出会社の発行済株式総数は、普通株式77,461千

株であります。

※５ 提出会社の発行済株式総数は、普通株式77,461千

株であります。

※６ 連結会社が保有する自己株式の数は、普通株式

3,567千株であります。

※６ 連結会社、持分法を適用した関連会社が保有する

自己株式の数は、普通株式3,571千株であります。

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 研究開発費

   一般管理費及び売上原価に含まれる研究開発費

は、1,023百万円であります。

※１ 研究開発費

   一般管理費及び売上原価に含まれる研究開発費

は、1,047百万円であります。

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

土地・建物他 172百万円

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

土地・建物他 907百万円

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 
機械装置 
その他

106百万円 
 75 
 14

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物
機械装置 
その他

140百万円 
 20  
 12 

 

※４ 貸倒引当金繰入額の内訳は次のとおりでありま

す。

破産・更生会社債権に対す
るもの

386百万円

施設利用権預託金に対する
もの

 19

海外非連結子会社貸付金に
対するもの

 37

 

――――――  

 



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

―――――― 

 

 

 

 

※５ 減損損失

  当連結会計年度において当社グループは以下の資産

について減損損失を計上しています。   

場所 用途 種類
金額 
(百万円)

栃木県
大田原市

遊休資産 土地、建物 50

沖縄県
国頭郡本部町

遊休資産 土地 40

合計 90

   提出会社は、事業用資産については、建設設備部

門、機械システム事業部門、環境システム事業部門

の３グループ、それ以外については賃貸資産、投資

不動産、遊休資産に分け、個々の資産毎に、また連

結子会社の資産については会社単位にグルーピング

を行い減損損失の判定を行っています。 

 その結果、上記資産については市場価額が著しく

下落したことにより、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計

上しました。 

 なお、当該資産の回収可能価額は、正味売却価額

（不動産鑑定評価額または固定資産税評価額を参考

に評価した額）により評価しています。



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

現金及び現金同等物の連結会計年度末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金預金勘定 29,398 百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,033

現金及び現金同等物 28,365

 
 

現金及び現金同等物の連結会計年度末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金預金勘定 20,250 百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,533

現金及び現金同等物 18,717

 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械・運搬具・ 
工具器具備品

1,191 607 583

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械・運搬具・
工具器具備品

1,058 524 533

 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 204 百万円

１年超 393

合計 598
 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 196 百万円

１年超 361

合計 557

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 331 百万円

減価償却費相当額 303

支払利息相当額 28

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 278 百万円

減価償却費相当額 246

支払利息相当額 40

④ 減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤ 利息相当額の算定方法

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

―――――― 

⑤ 利息相当額の算定方法

同左 

 

 

（減損損失について）

  リース資産に配分された減損損失はないため、項目

等の記載は省略しています。



(有価証券関係) 

(前連結会計年度) 

１ 売買目的有価証券(平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

２ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

３ その他有価証券で時価のあるもの(平成17年３月31日) 

  

 
(注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について6百万円減損処理を行っています。 

なお、当該株式の減損にあたっては、個々の銘柄の時価が取得原価に対して30％以上下落した場合には 

「著しく下落した」ものとし、回復可能性を検討したうえで行っています。 

  

４ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  

 
  

種類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

１ 連結貸借対照表計上額が 
  取得原価を超えるもの

   株式 11,856 26,239 14,383

   債券

    国債・地方債等 ― ― ―

    社債 ― ― ―

    その他 ― ― ―

   その他 349 351 1

小計 12,205 26,590 14,385

２ 連結貸借対照表計上額が 
  取得原価を超えないもの

   株式 110 100 △9

   債券

    国債・地方債等 ― ― ―

    社債 ― ― ―

    その他 ― ― ―

   その他 2,803 2,749 △53

小計 2,914 2,850 △63

合計 15,119 29,441 14,321

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

10,826 1,177 518



５ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成17年３月31日) 

満期保有目的の債券 

 
その他有価証券 

 
   

(注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のない株式について112百万円減損処理を行っていま

す。 

  

６ その他有価証券のうち満期のあるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額(平成17年３
月31日) 

  

 
  

  

非上場外国債券 3,000百万円

不動産担保証券 100

非上場株式 3,541

優先出資証券 800

１年以内 
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超 
(百万円)

債券

 非上場外国債券 ― ― ― 3,000

 不動産担保証券 ― 100 ― ―

合計 ― 100 ― 3,000



(当連結会計年度) 

１ 売買目的有価証券(平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

２ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

３ その他有価証券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 

  

 
  

４ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

 
  

種類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

１ 連結貸借対照表計上額が 
  取得原価を超えるもの

   株式 12,694 43,259 30,564

   債券

    国債・地方債等 ― ― ―

    社債 ― ― ―

    その他 ― ― ―

   その他 313 327 13

小計 13,008 43,586 30,578

２ 連結貸借対照表計上額が 
  取得原価を超えないもの

   株式 474 456 △17

   債券

    国債・地方債等 ― ― ―

    社債 ― ― ―

    その他 ― ― ―

   その他 1,200 1,169 △30

小計 1,674 1,625 △48

合計 14,683 45,212 30,529

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

4,412 801 8



５ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成18年３月31日) 

満期保有目的の債券 

 
その他有価証券 

 
   

(注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のない株式について299百万円減損処理を行っていま

す。 

  

６ その他有価証券のうち満期のあるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額(平成18年３
月31日) 

  

 
  

非上場外国債券 3,000百万円

不動産担保証券 100

非上場株式 3,035

優先出資証券 300

１年以内 
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超 
(百万円)

債券

 非上場外国債券 ― ― ― 3,000

 不動産担保証券 ― 100 ― ―

合計 ― 100 ― 3,000



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

 
  

２ 取引の時価等に関する事項 

（１）通貨関連 

 
（注）時価の算定方法 

   取引先金融機関から提示された価格に基づいて算定しております。 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

①取引の内容・取引の利用目的 

 提出会社は、一部の建設資材の輸入及び機器の販売に

際し、円貨額を確定するため為替予約取引を、借入金の

金利の受払条件を変換するために金利スワップ取引を利

用しております。なお、金利スワップ取引については、

特例処理を採用しております。従って、その判定を以っ

てヘッジの有効性の判定に代えております。

①取引の内容・取引の利用目的

同左

②取引に対する取組方針 

 提出会社は、外貨建債権・債務にかかる将来の為替レ

ートの変動リスク、借入金の金利変動リスクを回避する

目的でデリバティブ取引を利用することはありますが、

投機的目的のデリバティブ取引はおこなわないこととし

ております。

②取引に対する取組方針

同左

③取引に係るリスクの内容 

 提出会社が利用しております為替予約取引は、為替相

場の変動という市場リスクを有しております。また、金

利スワップ取引は、市場金利の変動によるリスクを有し

ております。なお、為替予約取引及び金利スワップ取引

の契約先は信用度の高い国内の金融機関であり、契約不

履行によるリスクはないと判断しております。

③取引に係るリスクの内容

同左

④取引に係るリスク管理体制 

 提出会社のデリバティブ取引はすべて実需にもとづい

ており、取引の実行および管理は、資材調達を決定する

部門等の依頼にもとづき経理本部がおこなっておりま

す。なお、デリバティブ自体による売買はないため、デ

リバティブ取引に関する管理規程は特に設けておりませ

ん。

④取引に係るリスク管理体制

同左

⑤その他 

 連結子会社においては、デリバティブ取引はおこなっ

ておりません。

⑤その他

同左

前連結会計年度末 

(平成17年３月31日)

当連結会計年度末 

(平成18年３月31日)

区分 取引の種類
契約額等

(百万円)

うち１年超

(百万円)

時価

(百万円)

評価損益

(百万円)

契約額等

(百万円)

うち１年超

(百万円)

時価

(百万円)

評価損益

(百万円)

市場取 
引以外 
の取引

為替予約取引

売建

  米ドル 17 ― 18 △0 170 ― 171 △0

合 計 17 ― 18 △0 170 ― 171 △0



（２）金利関連 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自平成17年４月１

日 至平成18年３月31日） 

金利スワップ取引を行っておりますが、特例処理を適用しておりますので、注記の対象から除いてお

ります。 

  



(退職給付関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

 提出会社及び連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、退職一時金制度を設けており、この他に提出会社

は厚生年金基金制度及び適格退職年金制度を併用して

おります。なお、提出会社は厚生年金基金の代行部分

に関し、平成17年３月１日に厚生労働大臣から過去分

返上の認可を受け、同日、厚生年金基金から確定給付

企業年金へ移行しております。また、提出会社は退職

給付信託を設定しております。提出会社及び連結子会

社は、従業員の退職に際して割増退職金を支払う場合

があります。

１ 採用している退職給付制度の概要

 提出会社及び連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、退職一時金制度を設けており、この他に提出会社

は確定給付企業年金制度及び適格退職年金制度を併用

しております。なお、提出会社は退職給付信託を設定

しております。提出会社及び連結子会社は、従業員の

退職に際して割増退職金を支払う場合があります。

 

２ 退職給付債務に関する事項(平成17年３月31日)

①退職給付債務 △33,146百万円

②年金資産 14,043

③退職給付信託資産 8,142

④未積立退職給付債務 
（①＋②＋③）

△10,960

⑤未認識数理計算上の差異 1,830

⑥未認識過去勤務債務 △1,574

⑦連結貸借対照表計上額純額 
（④＋⑤＋⑥）

△10,703

⑧前払年金費用 2,305

⑨退職給付引当金（⑦－⑧） △13,009

(注)１ 連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しております。

２ 平成15年４月に行った厚生年金基金の代行

返上に伴う年金資産の積立超過を解消する

ため、信託資産の一部（投資有価証券

4,201百万円）の返還を受けております。

３ 厚生年金基金の代行部分に関し、平成17年

３月１日に過去分返上の認可を受け、同

日、厚生年金基金から確定給付企業年金へ

移行したことに伴い、過去勤務債務が発生

しております。

 

 

２ 退職給付債務に関する事項(平成18年３月31日)

①退職給付債務 △33,347百万円

②年金資産 17,753

③退職給付信託資産 13,202

④未積立退職給付債務
（①＋②＋③）

△2,391

⑤未認識数理計算上の差異 △5,682

⑥未認識過去勤務債務 △1,415

⑦連結貸借対照表計上額純額
（④＋⑤＋⑥）

△9,489

⑧前払年金費用 3,264

⑨退職給付引当金（⑦－⑧） △12,754

(注) 連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しております。



次へ 

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

３ 退職給付費用に関する事項

①勤務費用(注)２、３ 1,255百万円

②利息費用 860

③期待運用収益 △407

④数理計算上の差異の費用処理額
          (注)４、５

△120

⑤過去勤務債務の費用処理額 △13

⑥退職給付費用 
 （①＋②＋③＋④＋⑤）

1,574

(注)１ 上記退職給付費用以外に、割増退職金等 

24百万円を支払っており、販売費及び一般

管理費として計上しております。

２ 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除

しております。

３ 簡便法を採用しております連結子会社の退

職給付費用は、①勤務費用に計上しており

ます。

４ 「『退職給付に係る会計基準』の一部改

正」及び「『退職給付に係る会計基準』の

一部改正に関する適用指針」を早期適用し

ており、従来の方法によった場合と比較し

て数理計算上の差異の費用処理額が208百

万円減少しております。

５ 平成15年４月に行った厚生年金基金の代行

返上に伴う年金資産の積立超過を解消する

ため、信託資産の一部返還を受けたことに

伴い、返還資産に対応する未認識数理計算

上の有利差異の償却額が401百万円発生し

ております。

 

 

３ 退職給付費用に関する事項

①勤務費用(注)２ 1,159百万円

②利息費用 824

③期待運用収益 △426

④数理計算上の差異の費用処理額
          

332

⑤過去勤務債務の費用処理額 △158

⑥退職給付費用
 （①＋②＋③＋④＋⑤）

1,729

(注)１ 上記退職給付費用以外に、割増退職金等 

30百万円を支払っており、販売費及び一般

管理費として計上しております。

２ 簡便法を採用しております連結子会社の退

職給付費用は、①勤務費用に計上しており

ます。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 2.5％

③期待運用収益率 2.5％

④過去勤務債務の額の処理年数 10年

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数による定額法によっております。)

⑤数理計算上の差異の処理年数 10年

(各連結会計年度の発生時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数による定額法により按
分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費
用処理することとしております。)

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 2.5％

③期待運用収益率 2.5％

④過去勤務債務の額の処理年数 10年

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数による定額法によっております。)

⑤数理計算上の差異の処理年数 10年

(各連結会計年度の発生時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数による定額法により按
分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費
用処理することとしております。)



(税効果会計関係) 

 
  

前連結会計年度末 

(平成17年３月31日)

当連結会計年度末 

(平成18年３月31日)

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産 百万円

貸倒引当金 55

賞与引当金 790

完成工事補償引当金 200

未払事業税 159

退職給付引当金 7,973

役員退職慰労引当金 264

投資有価証券評価損 351

施設利用権評価損 287

受注工事損失引当金 285

その他 511

繰延税金資産小計 10,879

評価性引当額 △211

繰延税金資産合計 10,667

繰延税金負債

退職給付信託設定益 △5,001

特定資産圧縮積立金 △1,071

その他有価証券評価差額金 △5,827

繰延税金負債合計 △11,899

  繰延税金負債の純額 △1,231

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7 ％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 5.4

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.6

住民税均等割等 2.0

評価性引当額 1.3

その他 0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 48.1

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産 百万円

貸倒引当金 54

賞与引当金 742

完成工事補償引当金 264

未払事業税 184

退職給付引当金 9,459

役員退職慰労引当金 242

投資有価証券評価損 324

施設利用権評価損 149

受注工事損失引当金 671

その他 775

繰延税金資産小計 12,866

評価性引当額 △142

繰延税金資産合計 12,724

繰延税金負債

退職給付信託設定益 △5,001

特定資産圧縮積立金 △1,265

投資有価証券評価益 △1,640

その他有価証券評価差額金 △12,422

繰延税金負債合計 △20,330

繰延税金負債の純額 △7,605

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7 ％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 6.6

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △2.5

住民税均等割等 2.3

住民税還付税額等 △3.4

評価性引当額 0.8

その他 0.8

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.3



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

 
  

当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

 
(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容 

   １ 事業区分の方法 

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しました。 

   ２ 各区分に属する主要な事業の内容 

設備工事事業：建設設備工事全般に関する事業、FAシステム・物流システム・コンベヤ等の産業設備

及び上下水処理設備等の環境施設に関する事業 

不動産事業 ：不動産の賃貸・管理に関する事業 

２ 配賦不能営業費用及び全社資産は該当ありません。 

３ 会計処理基準等の変更 

  前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

  (1)「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の４会計処理基準に関する事項(３)重要な引当金

の計上基準「退職給付引当金」の（会計方針の変更）に記載のとおり、当連結会計年度から「『退職給

付に係る会計基準』の一部改正」及び「『退職給付に係る会計基準』の一部改正に関する適用指針」を

早期適用しております。これに伴い、従来の方法によった場合と比較して、「設備工事事業」の営業利

益が208百万円増加しております。 

  

設備工事事業 
(百万円)

不動産事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

228,888 4,282 233,170 ― 233,170

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

3 24 27 (27) ―

計 228,891 4,306 233,198 (27) 233,170

  営業費用 227,323 2,634 229,958 (1,069) 228,889

  営業利益 1,567 1,671 3,239 1,041 4,281

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出

  資産 225,964 15,795 241,760 (1,525) 240,234

  減価償却費 802 993 1,796 ― 1,796

  資本的支出 568 412 981 ― 981

設備工事事業 
(百万円)

不動産事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

233,836 3,848 237,684 ― 237,684

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

― 24 24 (24) ―

計 233,836 3,872 237,708 (24) 237,684

  営業費用 233,117 2,739 235,857 (1,065) 234,791

  営業利益 718 1,132 1,851 1,041 2,892

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出

  資産 232,280 15,578 247,858 (2,490) 245,367

  減価償却費 633 948 1,581 ― 1,581

  資本的支出 736 817 1,553 ― 1,553



  (2)「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の４会計処理基準に関する事項(３)重要な引当金

の計上基準「退職給付引当金」の（追加情報）に記載のとおり、当連結会計年度に過去勤務債務の償却

額が13百万円、未認識数理計算上の有利差異の償却額が401百万円発生しております。これに伴い、従

来の方法によった場合と比較して、「設備工事事業」の営業利益がそれぞれ同額増加しております。 

  (3)「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の追加情報に記載のとおり、当連結会計年度から

法人事業税の付加価値割及び資本割105百万円を営業費用に計上しております。これに伴い、従来の方

法によった場合と比較して、「設備工事事業」の営業利益が同額減少しております。 

  当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

   記載すべき事項はありません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日)及び当連結会計年度(自平成17年４

月１日 至平成18年３月31日) 

 在外連結子会社及び在外支店が存在しないため、記載を省略しました。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日)及び当連結会計年度(自平成17年４

月１日 至平成18年３月31日) 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、連結財務諸表規則様式第三号(記載上の注意５)

に基づき、海外売上高の記載を省略しました。 

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

役員及び個人主要株主等 

  

 
  

 
  

 
  

 
  

  

 
  

 
(注) １ 上記の金額のうち、完成工事未収入金及び未成工事受入金の金額には消費税等を含み、それ以外の金額には

消費税等を含んでおりません。 

２ 上記取引は、いわゆる第三者のための取引であります。 

３ 長期借入金の期末残高の上段(  )書きは、１年以内に返済期限が到来するため、連結貸借対照表において

流動負債の短期借入金に含めて記載しております。 

４ 西村博は、平成16年６月29日に当社取締役に就任しましたので、取引金額欄には同日から平成17年３月31日

までの分を記載しております。 

  

属性 氏名 住所
資本金 
(百万円)

事業の内容又は職業
議決権等の所有
(被所有)割合
（％）

関係内容

役員の兼任等事業上の関係

役員 西村 博 ― ―
三井生命保険株式会社
代表取締役社長執行役員

なし ― ―

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

(取引条件ないし取引条件の決定方針等)

 ・工事受注額については、提出会社から見

積りを提示し、価格交渉の上、一般的取

引条件と同様に決定しております。

 ・資金の借入については、長期プライムレ

ートを勘案した利率により行っておりま

す。

 ・事務所等の賃借については、近隣の家賃

を参考にして、同等の価格によっており

ます。

  ・資金の借入について投資有価証券を担保

に差し入れております。

設備工事の売上 876 完成工事未収入金 243

資金の借入 100 長期借入金
(101)
389

利息の支払 4 ― ―

事務所等の賃借
賃借料

22 長期保証金 19

担保提供 389 ― ―

属性 氏名 住所
資本金 
(百万円)

事業の内容又は職業
議決権等の所有
(被所有)割合
（％）

関係内容

役員の兼任等事業上の関係

役員 宇野 郁夫 ― ―
日本生命保険相互会社
代表取締役社長

なし ― ―

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

(取引条件ないし取引条件の決定方針等)

 ・工事受注額については、提出会社から見

積りを提示し、価格交渉の上、一般的取

引条件と同様に決定しております。

 ・資金の借入については、長期プライムレ

ートを勘案した利率により行っておりま

す。

 ・事務所等の賃借については、近隣の家賃

を参考にして、同等の価格によっており

ます。

  ・資金の借入について投資有価証券を担保

に差し入れております。

設備工事の売上 1,261
完成工事未収入金 172

未成工事受入金 106

資金の借入 175 長期借入金
(161)
645

利息の支払 10 ― ―

事務所等の賃借
賃借料

369 長期保証金 269

担保提供 645 ― ―

属性 氏名 住所
資本金 
(百万円)

事業の内容又は職業
議決権等の所有
(被所有)割合
（％）

関係内容

役員の兼任等事業上の関係

役員 井口 武雄 ― ―

三井住友海上火災保険
株式会社 

取締役会長共同最高経営
責任者(代表取締役)

なし ― ―

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

(取引条件ないし取引条件の決定方針等)

 ・工事受注額については、提出会社から見

積りを提示し、価格交渉の上、一般的取

引条件と同様に決定しております。設備工事の売上 95 完成工事未収入金 26



当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

役員及び個人主要株主等 

  

 
  

 
  

 
  

 
  

  

 
  

 
(注) １ 上記の金額のうち、完成工事未収入金及び未成工事受入金の金額には消費税等を含み、それ以外の金額には

消費税等を含んでおりません。 

２ 上記取引は、いわゆる第三者のための取引であります。 

３ 長期借入金の期末残高の上段(  )書きは、１年以内に返済期限が到来するため、連結貸借対照表において

流動負債の短期借入金に含めて記載しております。 

  

属性 氏名 住所
資本金 
(百万円)

事業の内容又は職業
議決権等の所有
(被所有)割合
（％）

関係内容

役員の兼任等事業上の関係

役員 西村 博 ― ―
三井生命保険株式会社
代表取締役社長執行役員

なし ― ―

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

(取引条件ないし取引条件の決定方針等)

 ・工事受注額については、提出会社から見

積りを提示し、価格交渉の上、一般的取

引条件と同様に決定しております。

 ・資金の借入については、長期プライムレ

ートを勘案した利率により行っておりま

す。

 ・事務所等の賃借については、近隣の家賃

を参考にして、同等の価格によっており

ます。

  ・資金の借入について投資有価証券を担保

に差し入れております。

設備工事の売上 399 完成工事未収入金 22

資金の借入 105 長期借入金
(102)
392

利息の支払 5 ― ―

事務所等の賃借
賃借料

25 長期保証金 17

担保提供 392 ― ―

属性 氏名 住所
資本金 
(百万円)

事業の内容又は職業
議決権等の所有
(被所有)割合
（％）

関係内容

役員の兼任等事業上の関係

役員 宇野 郁夫 ― ―
日本生命保険相互会社
代表取締役会長

なし ― ―

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

(取引条件ないし取引条件の決定方針等)

 ・工事受注額については、提出会社から見

積りを提示し、価格交渉の上、一般的取

引条件と同様に決定しております。

 ・資金の借入については、長期プライムレ

ートを勘案した利率により行っておりま

す。

 ・事務所等の賃借については、近隣の家賃

を参考にして、同等の価格によっており

ます。

  ・資金の借入について投資有価証券を担保

に差し入れております。

設備工事の売上 1,715
完成工事未収入金 356

未成工事受入金 1

資金の借入 160 長期借入金
(165)
644

利息の支払 9 ― ―

事務所等の賃借
賃借料

387 長期保証金 268

担保提供 644 ― ―

属性 氏名 住所
資本金 
(百万円)

事業の内容又は職業
議決権等の所有
(被所有)割合
（％）

関係内容

役員の兼任等事業上の関係

役員 井口 武雄 ― ―

三井住友海上火災保険
株式会社 

取締役会長共同最高経営
責任者(代表取締役)

なし ― ―

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

(取引条件ないし取引条件の決定方針等)

 ・工事受注額については、提出会社から見

積りを提示し、価格交渉の上、一般的取

引条件と同様に決定しております。設備工事の売上 131 完成工事未収入金 11



(１株当たり情報) 

  

 
  

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

  

(重要な後発事象) 

 
  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 1,187.36円 １株当たり純資産額 1,330.41円

１株当たり当期純利益金額 34.49円 １株当たり当期純利益金額 31.46円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

 当期純利益（百万円） 2,600 2,355

 普通株主に帰属しない金額（百万円） 35 30

 （うち利益処分による役員賞与金（百万円）） 35 30

 普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,565 2,324

 普通株式の期中平均株式数（千株） 74,378 73,892

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

――――――  提出会社は、平成18年６月28日に開催の定時株主総会

において、提出会社取締役（社外取締役を除く。）、監

査役（社外監査役を除く。）、執行役員及び従業員に対

し、会社法第236条及び第239条の規定に基づき、ストッ

クオプションとして新株予約権を発行することを決議い

たしました。 

 なお、詳細については、「第４ 提出会社の状況

１株式等の状況 (7)ストックオプション制度の内容」

に記載しております。



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金及びその他の有利子負債(１年以内に返済予定のもの及び従業員預り金を除く。)の連結決算日後

５年内における返済予定額は以下のとおりであります。 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 10,679 10,301 1.3 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 2,000 1,800 3.7 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

3,103 1,948 2.0 平成19年～平成23年

その他の有利子負債

 従業員預り金 2,659 2,515 0.5 ―

 預り保証金（１年以内） 273 273 2.0 ―

 預り保証金（１年超） 2,184 1,911 2.0 平成20年～平成26年

合計 20,899 18,749 ― ―

区分
１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

長期借入金 738 628 382 199

その他の有利子負債 273 273 273 273



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金預金 ※２ 28,393 18,948

 ２ 受取手形 10,571 11,599

 ３ 完成工事未収入金 97,581 94,913

 ４ 未成工事支出金 18,967 19,608

 ５ 材料貯蔵品 214 220

 ６ 短期貸付金 ※１ － 2,744

 ７ 前払費用 221 227

 ８ 繰延税金資産 1,627 2,320

 ９ 立替金 5,715 4,638

 10 その他の流動資産 3,019 1,931

   貸倒引当金 △ 141 △ 175

   流動資産合計 166,173 74.7 156,977 68.5

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

 １ 建物 8,453 8,316

   減価償却累計額 △ 5,127 3,325 △ 5,092 3,224

 ２ 構築物 641 657

   減価償却累計額 △ 538 103 △ 543 114

 ３ 機械及び装置 1,993 1,994

   減価償却累計額 △ 1,608 385 △ 1,596 397

 ４ 車両運搬具 82 82

   減価償却累計額 △ 43 38 △ 56 25

 ５ 工具、器具及び備品 2,025 1,930

   減価償却累計額 △ 1,611 414 △ 1,467 462

 ６ 土地 3,335 3,345

 ７ 建設仮勘定 32 12

   有形固定資産合計 7,634 3.4 7,582 3.3

 (2) 無形固定資産

 １ 借地権 38 48

 ２ その他の無形固定資産 403 325

   無形固定資産合計 441 0.2 373 0.2



 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 (3) 投資その他の資産

 １ 投資有価証券 ※２ 36,334 51,061

 ２ 関係会社株式 ※２ 732 752

 ３ 出資金 67 26

 ４ 関係会社出資金 15 119

 ５ 長期貸付金 184 318

 ６ 従業員長期貸付金 834 691

 ７ 破産債権、更生債権等 426 252

 ８ 長期前払費用 378 428

 ９ 前払年金費用 2,305 3,264

 10 長期保証金 3,182 3,074

 11 投資不動産 ※２ 2,247 1,963

   減価償却累計額 △ 812 1,435 △ 618 1,345

  12  保険積立金 2,449 2,635

 13 その他の投資等 815 803

   貸倒引当金 △ 926 △ 590

   投資その他の資産合計 48,235 21.7 64,183 28.0

   固定資産合計 56,311 25.3 72,139 31.5

   資産合計 222,484 100.0 229,117 100.0



 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※１ 13,140 6,669

 ２ 工事未払金 ※１ 78,985 78,385

 ３ 短期借入金 ※２ 11,462 11,091

 ４ 未払金 ※７ 1,118 1,407

 ５ 未払法人税等 1,029 1,625

 ６ 未成工事受入金 8,786 7,336

 ７ 預り金 5,308 2,542

 ８ 賞与引当金 1,734 1,605

 ９ 完成工事補償引当金 471 624

 10 受注工事損失引当金 701 1,649

 11 その他の流動負債 0 0

   流動負債合計 122,737 55.2 112,938 49.3

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 2,093 1,948

 ２ 繰延税金負債 3,162 10,250

 ３ 退職給付引当金 12,836 12,561

 ４ 役員退職慰労引当金 543 448

  ５ 愛・地球博出展引当金 12 －

 ６ 従業員預り金 2,659 2,515

 ７ その他の固定負債 536 432

   固定負債合計 21,845 9.8 28,156 12.3

   負債合計 144,583 65.0 141,094 61.6

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※４ 8,105 3.6 8,105 3.5

Ⅱ 資本剰余金

 (1) 資本準備金 4,181 4,181

 (2) その他資本剰余金

      自己株式処分差益 0 0

   資本剰余金合計 4,181 1.9 4,181 1.8

Ⅲ 利益剰余金

 (1) 利益準備金 2,026 2,026

 (2) 任意積立金

    1. 特定資産圧縮積立金 1,532 1,547

    2. 別途積立金 53,910 55,442 54,210 55,757

 (3) 当期未処分利益 1,999 2,210

   利益剰余金合計 59,467 26.7 59,994 26.2

Ⅳ その他有価証券評価差額金 8,487 3.8 18,085 7.9

Ⅴ 自己株式 ※５ △ 2,340 △ 1.0 △ 2,344 △ 1.0

   資本合計 77,901 35.0 88,022 38.4

   負債・資本合計 222,484 100.0 229,117 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 完成工事高 ※２ 221,527 100.0 226,310 100.0

Ⅱ 完成工事原価 ※2,3 206,326 93.1 212,508 93.9

   完成工事総利益 15,201 6.9 13,802 6.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※３

 １ 役員報酬 238 220

 ２ 従業員給料手当 5,286 5,121

 ３ 賞与引当金繰入額 741 623

 ４ 退職給付費用 591 626

 ５ 役員退職慰労引当金 
   繰入額

138 147

 ６ 法定福利費 849 812

 ７ 福利厚生費 104 97

 ８ 修繕維持費 274 297

 ９ 消耗品費 209 230

 10 通信交通費 782 755

 11 動力用水光熱費 81 79

 12 調査研究費 247 219

 13 広告宣伝費 297 346

 14 貸倒引当金繰入額 36 4

 15 貸倒損失 24 33

 16 交際費 272 255

 17 寄付金 100 162

 18 地代家賃 1,124 1,084

 19 減価償却費 629 425

 20 租税公課 225 225

 21 保険料 169 155

 22 雑費 1,621 14,049 6.4 1,619 13,545 6.0

  営業利益 1,152 0.5 256 0.1



 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 71 95

 ２ 有価証券利息 100 57

 ３ 受取配当金 491 702

 ４ 投資不動産賃貸料 ※１ 1,465 1,409

 ５ 貸倒引当金戻入額 305 ―

 ６ その他の収益 323 2,758 1.2 292 2,557 1.1

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 201 194

 ２ 投資不動産管理費用 205 182

 ３ その他の費用 359 765 0.3 294 672 0.3

   経常利益 3,144 1.4 2,141 0.9

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※４ 172 907

 ２ 投資有価証券売却益 656 828 0.4 792 1,699 0.8

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※５ 152 51

 ２ 減損損失 ※７ ― 90

 ３ 投資有価証券評価損 119 299

 ４ 貸倒引当金繰入額 ※６ 444 ―

 ５ 本社移転関係費 ― 716 0.3 150 590 0.3

   税引前当期純利益 3,256 1.5 3,250 1.4

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,175 1,702

   法人税還付税額等 ― △ 147

   法人税等調整額 330 1,505 0.7 △ 190 1,364 0.6

   当期純利益 1,751 0.8 1,886 0.8

   前期繰越利益 801 878

   中間配当額 554 554

   当期未処分利益 1,999 2,210



完成工事原価報告書 

  

 
(注) 原価計算の方法 

各事業年度とも受注別の個別原価計算による実際原価計算を行っています。 

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

  材料費 59,026 28.6 60,133 28.3

  外注費 117,760 57.1 120,807 56.8

  経費 29,539 14.3 31,567 14.9

  (うち人件費) (10,816) (5.2) (11,288) (5.3)

   計 206,326 100.0 212,508 100.0



③ 【利益処分計算書】 

  

 
(注) １ 前事業年度は平成16年12月10日に554百万円(１株につき７円50銭)の中間配当を実施いたしました。 

 ２ 当事業年度は平成17年12月９日に554百万円(１株につき７円50銭)の中間配当を実施いたしました。 

  

前事業年度
(平成17年６月28日)

当事業年度 
(平成18年６月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 1,999 2,210

Ⅱ 任意積立金取崩額

   特定資産圧縮積立金 
   取崩額

53 53 66 66

合計 2,052 2,277

Ⅲ 利益処分額

   株主配当金 775 554

(１株につき
10円50銭)

(１株につき
７円50銭)

   役員賞与金 30 25

   (うち監査役賞与金) (6) (5)

   任意積立金

    特定資産圧縮積立金 68 349

    別途積立金 300 1,173 500 1,429

Ⅳ 次期繰越利益 878 848



重要な会計方針 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及

び評価方法

満期保有目的の債券

 償却原価法（定額法）

子会社株式及び関連会社株式

 移動平均法による原価法

その他有価証券

 時価のあるもの

  決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

 時価のないもの

  移動平均法による原価法

満期保有目的の債券

同左

子会社株式及び関連会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

同左

２ デリバティブ等の評価

基準及び評価方法

デリバティブ 

 時価法

デリバティブ 

 同左

３ たな卸資産の評価基準

及び評価方法

未成工事支出金 

 個別法による原価法 

材料貯蔵品 

 移動平均法による低価法

未成工事支出金

同左

材料貯蔵品

同左

４ 固定資産の減価償却の

方法

有形固定資産(投資不動産を含む)

 定率法

 なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっています。

有形固定資産(投資不動産を含む)

同左

無形固定資産

 定額法

 なお、自社利用のソフトウエアにつ

いては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を採用してい

ます。

無形固定資産

同左

５ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒れによる

損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上し

ています。

貸倒引当金

同左

賞与引当金 

 従業員に支給する賞与に充てるた

め、当事業年度の負担に属する支給見

込額を計上しています。

賞与引当金

同左

完成工事補償引当金 

 完成工事に係る瑕疵担保の費用に備

えるため、当事業年度の完成工事高に

対する将来の見積補償額に基づいて計

上しています。

完成工事補償引当金

同左



 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

受注工事損失引当金 

 受注工事の損失に備えるため、手持

受注工事のうち、大幅な損失が発生す

ると見込まれ、かつ、当該損失額を合

理的に見積もることが可能な工事につ

いて、翌期以降の損失見積額を計上し

ています。

受注工事損失引当金 

同左

退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してい

ます。  

 過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数(10年)による定額法により費用処理

しています。  

 数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10年)による定

額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌年度から費用処理することとして

います。 

退職給付引当金

同左

(会計方針の変更)

 「『退職給付に係る会計基準』の一

部改正」(企業会計基準第３号 平成

17年３月16日)及び「『退職給付に係

る会計基準』の一部改正に関する適用

指針」(企業会計基準適用指針第７号

平成17年３月16日)が、平成17年３月

31日に終了する事業年度に係る財務諸

表から適用できることになったことに

伴い、当事業年度から同会計基準及び

同適用指針を適用しています。この結

果、従来の方法によった場合と比較し

て、営業利益、経常利益及び税引前当

期純利益は208百万円増加していま

す。

――――――

(追加情報) 

 当社は、平成17年３月１日に厚生年

金基金から確定給付企業年金へ移行し

ています。この結果、過去勤務債務が

発生したことに伴い、営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益が13百万円

増加しています。  

 また、平成15年４月に行った厚生年

金基金の代行返上に伴う年金資産の積

立超過を解消するため、信託資産の一

部(投資有価証券 4,201百万円)の返還

――――――



 
 
  

会計処理の変更 

前事業年度
(自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

を受けています。これに伴い返還資産

に対応する未認識数理計算上の差異に

ついて当事業年度の損益として認識し

た結果、営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益は401百万円増加してい

ます。

役員退職慰労引当金 

 役員及び執行役員の退職慰労金の支

給に備えて、内規に基づく期末要支給

額を計上しています。

役員退職慰労引当金

同左

６ 完成工事高の計上基準  完成工事高の一部(工期１年以上、

請負金額10億円以上)について工事進

行基準を採用しています。 

 完成工事高     23,728百万円

同左

完成工事高        24,894百万円

７ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっています。

同左

８ その他財務諸表作成の

ための基本となる重要

な事項

消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税に相当する額

の会計処理は、税抜方式を採用してい

ます。

消費税等の会計処理

同左

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

―――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用していま

す。これにより税引前当期純利益が90百万円減少してい

ます。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しています。



表示方法の変更 

 
  

追加情報 

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

――――――

  

 

 

 

 

 

（貸借対照表）

  前事業年度まで貸借対照表の「その他の流動資産」

に含めて表示しておりました「短期貸付金」は、当事

業年度はその金額が資産総額の100分の１を超えたた

め、区分掲記しました。なお、前事業年度の「その他

の流動資産」に含まれている「短期貸付金」は1,473

百万円であります。

（損益計算書）

  前事業年度に損益計算書の営業外収益の「その他の

収益」に含めて表示していました「貸倒引当金戻入

額」は、当事業年度はその金額が営業外収益総額の

100分の10を超えたため、区分掲記しました。なお、

前事業年度の営業外収益の「その他の収益」に含まれ

ている「貸倒引当金戻入額」は34百万円であります。

（損益計算書）

  前事業年度に区分掲記していました損益計算書の

「貸倒引当金戻入額」は、当事業年度はその金額が営

業外収益総額の100分の10以下となったため、営業外

収益の「その他の収益」に含めて表示しました。な

お、当事業年度の営業外収益の「その他の収益」に含

まれている「貸倒引当金戻入額」は0百万円でありま

す。

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 当事業年度から、「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」

(平成16年２月13日 企業会計基準委員会 実務対応報

告第12号)に従い、法人事業税の付加価値割及び資本割

105百万円を販売費及び一般管理費に計上しています。 

 この結果、販売費及び一般管理費が同額増加し、営業

利益、経常利益及び税引前当期純利益が同額減少してい

ます。

――――――



注記事項 

(貸借対照表関係) 
  

 
  

前事業年度 
(平成17年３月31日現在)

当事業年度
(平成18年３月31日現在)

 

※１ このうち関係会社に対するものは次のとおりであ

ります。

 支払手形 1,876百万円

 工事未払金 4,777

 計 6,653

 

※１ このうち関係会社に対するものは次のとおりであ

ります。

短期貸付金 2,743百万円

支払手形 2,015百万円

工事未払金 3,926

計 5,941

※２(イ)下記の資産は、長期借入金2,093百万円、短期

借入金782百万円(うち長期借入金からの振替分

782百万円)の担保に供しています。

 投資有価証券 6,958百万円

※２(イ)下記の資産は、長期借入金1,948万円、短期借

入金790百万円(うち長期借入金からの振替分

790百万円)の担保に供しています。

投資有価証券 10,169百万円

 

  (ロ)関係会社の金融機関借入金の保証に伴い、下記

の資産を担保に供しています。

 投資不動産(土地) 86百万円

  (ロ)関係会社等の金融機関借入金の保証に伴い、下

記の資産を担保に供しています。

 投資有価証券

 関係会社株式

 投資不動産(土地)

0百万円

105

86

  (ハ)関係会社の仕入債務履行保証金として、下記の

資産を担保に供しています。

 現金預金(定期預金) 33百万円

  (ハ)関係会社の仕入債務履行保証金として、下記の

資産を担保に供しています。

現金預金(定期預金) 33百万円

 

 ３ 偶発債務

   下記の借入金について債務保証を行っています。

 呼吸器・アレルギーセン 
 ターＥＳＣＯ㈱

37百万円

   上記保証額は連帯保証分であるため、当社負担額

を記載しています。

 

 ３ 偶発債務

   下記の借入金について債務保証を行っています。

呼吸器・アレルギーセン
 ターＥＳＣＯ㈱

57百万円

   上記保証額は連帯保証分であるため、当社負担額

を記載しています。

 

※４ 会社が発行する株式の総数

           普通株式 192,945,000株

    ただし、定款の定めにより、株式の消却が行わ

れた場合には、会社が発行する株式について、こ

れに相当する株式数を減ずることとなっておりま

す。

発行済株式総数 普通株式 77,461,156株

 

※４ 会社が発行する株式の総数

          普通株式 192,945,000株

    ただし、定款の定めにより、株式の消却が行わ

れた場合には、会社が発行する株式について、こ

れに相当する株式数を減ずることとなっておりま

す。

発行済株式総数 普通株式 77,461,156株

※５ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

   3,567,170株であります。

※５ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

   3,571,310株であります。

 ６ 商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額

                  8,487百万円

 ６ 商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額

                   18,085百万円

※７ 未払消費税等が含まれています。 ※７         同左



(損益計算書関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※１ 関係会社との取引にかかる営業外収益は次のとお

りであります。

投資不動産賃貸料 1,049百万円
 

※１ 関係会社との取引にかかる営業外収益は次のとお

りであります。

投資不動産賃貸料 1,078百万円

 

※２ 兼業事業売上高及び売上原価

完成工事高に含む製品売上高 3,427百万円

完成工事原価に含む製品売上原価 2,615
  

※２ 兼業事業売上高及び売上原価

完成工事高に含む製品売上高 3,733百万円

完成工事原価に含む製品売上原価 2,711

※３ 研究開発費

一般管理費及び完成工事原価に含まれる研究開発

費は、1,021百万円であります。

※３ 研究開発費

一般管理費及び完成工事原価に含まれる研究開発

費は、1,045百万円であります。

 

※４ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

土地・建物他 172百万円
 

※４ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

土地・建物他 907百万円

 

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 61百万円

機械及び装置 75

その他 14
  

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 18百万円

機械及び装置 20

その他 11

※６ 貸倒引当金繰入額の内訳は次のとおりでありま

す。

破産・更生会社債権に対す
るもの

386百万円

施設利用権預託金に対する
もの

19

海外非連結子会社貸付金に
対するもの

37

――――――

――――――

 

※７ 減損損失

  当事業年度において、当社は以下の資産について減

損損失を計上しています。

場所 用途 種類
金額 
(百万円)

栃木県
大田原市

遊休資産 土地、建物 50

沖縄県
国頭郡本部町

遊休資産 土地 40

合計 90

  当社は、事業用資産については、建設設備部門、機

械システム事業部門、環境システム事業部門の３グル

ープ、それ以外については賃貸資産、投資不動産、遊

休資産に分け、個々の資産毎にグルーピングを行い減

損損失の判定を行っています。 

 その結果、上記資産については市場価額が著しく下

落したことにより、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しま

した。 

 なお、当該資産の回収可能価額は、正味売却価額

（不動産鑑定評価額または固定資産税評価額を参考に

評価した額）により評価しています。



(リース取引関係) 

  

 
  

(有価証券関係) 

前事業年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日)及び当事業年度(自平成17年４月１日 至平

成18年３月31日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械及び装置 11 7 4

工具、器具及び
備品

1,154 588 565

合計 1,165 595 570

 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械及び装置 11 9 1

車両運搬具 2 0 2

工具、器具及び
備品

1,025 504 520

合計 1,040 515 525

② 未経過リース料期末残高相当額

 １年内 200百万円

 １年超 383

 合計 583

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 192百万円

１年超 355

合計 547

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

 支払リース料 323百万円

 減価償却費相当額 297

 支払利息相当額 27

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 272百万円

減価償却費相当額 241

支払利息相当額 39

④ 減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤ 利息相当額の算定方法

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

⑤ 利息相当額の算定方法

同左

―――――― （減損損失について）

 リース資産に配分された減損損失はないため、項目

等の記載は省略しています。



(税効果会計関係) 

 
  

前事業年度 

(平成17年３月31日)

当事業年度 

(平成18年３月31日)

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産 百万円

貸倒引当金 70

賞与引当金 705

完成工事補償引当金 191

受注工事損失引当金 285

未払事業税 109

退職給付引当金 7,915

役員退職慰労引当金 221

投資有価証券評価損 351

施設利用権評価損 287

その他 385

繰延税金資産小計 10,524

評価性引当額 △164

繰延税金資産合計 10,359

繰延税金負債

退職給付信託設定益 △5,001

特定資産圧縮積立金 △1,071

その他有価証券評価差額金 △5,822

繰延税金負債合計 △11,895

繰延税金負債の純額 △1,535

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7 ％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 8.0

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △5.4

住民税均等割等 2.9

その他 0.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.2

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産 百万円

貸倒引当金 70

賞与引当金 653

完成工事補償引当金 254

受注工事損失引当金 671

未払事業税 151

退職給付引当金 9,391

役員退職慰労引当金 188

投資有価証券評価損 409

施設利用権評価損 191

その他 680

繰延税金資産小計 12,662

評価性引当額 △276

繰延税金資産合計 12,385

繰延税金負債

退職給付信託設定益 △5,001

特定資産圧縮積立金 △1,265

投資有価証券評価益 △1,640

その他有価証券評価差額金 △12,407

繰延税金負債合計 △20,315

繰延税金負債の純額 △7,929

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7 ％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 8.4

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △6.6

住民税均等割等 2.9

法人税還付税額等 △4.5

その他 1.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.0



(１株当たり情報) 

  

 
  

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

  

(重要な後発事象) 

 
  

  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 1,053.83円 １株当たり純資産額 1,190.93円

１株当たり当期純利益金額 23.15円 １株当たり当期純利益金額 25.19円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

 当期純利益（百万円） 1,751 1,886

 普通株主に帰属しない金額（百万円） 30 25

 （うち利益処分による役員賞与金（百万円）) 30 25

 普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,721 1,861

 普通株式の期中平均株式数（千株） 74,378 73,892

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

――――――  当社は、平成18年６月28日に開催の定時株主総会にお

いて、当社取締役（社外取締役を除く。）、監査役（社

外監査役を除く。）、執行役員及び従業員に対し、会社

法第236条及び第239条の規定に基づき、ストックオプシ

ョンとして新株予約権を発行することを決議いたしまし

た。 

 なお、詳細については、「第４ 提出会社の状況

１株式等の状況 (7)ストックオプション制度の内容」

に記載しております。



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  
  

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有
価証券

その他
有価 
証券

トヨタ自動車㈱ 1,504,581 9,674

三井トラスト・ホールディングス㈱ 3,315,832 5,706

㈱帝国ホテル 400,000 2,660

三井不動産㈱ 699,000 1,890

極東証券㈱ 907,744 1,851

三井住友海上火災保険㈱ 910,284 1,457

㈱大丸 816,000 1,414

小野薬品工業㈱ 234,950 1,303

㈱りそなホールディングス 2,708 1,096

三井生命保険㈱ 20,000 1,000

三井倉庫㈱ 1,411,796 965

三井造船㈱ 2,512,120 959

㈱三井住友フィナンシャルグループ 733 952

東海旅客鉄道㈱ 756 876

㈱大分銀行 806,715 755

近畿日本鉄道㈱ 1,607,522 737

キヤノン㈱ 93,758 730

大日本印刷㈱ 272,315 580

㈱横浜銀行 600,500 578

㈱高島屋 320,928 575

京浜急行電鉄㈱ 511,564 493

東日本旅客鉄道㈱ 514 448

㈱大林組 432,000 413

大和ハウス工業㈱ 200,000 408

㈱つうけん 1,000,000 402

西日本旅客鉄道㈱ 800 397

(株)三越 500,000 377

東京テアトル㈱ 830,000 354

㈱ほくほくフィナンシャルグループ 587,000 303

吉本興業㈱ 100,000 300

三井ダイレクト損害保険㈱ 6,000 300

㈱山武 100,000 277

㈱百十四銀行 325,496 268

東邦瓦斯㈱ 551,250 261

㈱日本製鋼所 325,000 260

㈱紀陽ホールディングス 742,189 244

三井石油開発㈱ 453,600 226

日本電気㈱ 266,375 220

三井住友建設㈱ 354,880 213

日本電設工業㈱ 237,000 205

鹿島建設㈱ 231,525 170

マツダ㈱ 231,000 165

ラサ商事㈱ 200,000 163

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 85 154

松下電器産業㈱ 50,730 132

㈱エフ・ティー・シー大分 2,500 125

日本空港ビルデング㈱ 100,000 111

関西国際空港㈱ 2,080 104

㈱苫小牧エネルギー公社 180,000 90

清水建設㈱ 105,000 89

㈱中村屋 119,000 87

日本上下水道設計㈱ 432 87

㈱丸栄 264,950 87

モバイル放送㈱ 4,000 83

新日本製鐵㈱ 179,233 81



 
  

その他(140銘柄) 3,329,452 2,283

計 28,961,897 46,164



【債券】 

  

 
  

【その他】 

  

 
  

銘柄
券面総額
（百万円）

貸借対照表計上額
(百万円)

投資有
価証券

満期 
保有 
目的の 
債券

メリルリンチ・元本確定型ユーロ円建債券 1,000 1,000

ビーティーエム（キュラソー）ホールディングスエヌ.ブイ.
Ｎｏ.662 変動利付 永久劣後債券

1,000 1,000

三菱セキュリティーズインター＃833・コーラブルＣＭＳ連動債 1,000 1,000

㈱三山コーポレーション第１回Ｇ号無担保社債 100 100

小計 3,100 3,100

その他
有価 
証券

銘柄
券面総額
（千ペソ）

貸借対照表計上額
(百万円)

THE LAND BANK OF THE PHILIPPINES LAND BANK TEN-YEAR BOND 18 0

計 ― 3,100

種類及び銘柄
投資口数等
(口)

貸借対照表計上額
(百万円)

投資有
価証券

その他 
有価 
証券

(優先出資証券)

ＭＴＨ・プリファード・キャピタル２・ケイマン・リミテッド 300 300

(証券投資信託受益証券)

損保ジャパン・アセットマネジメント スペシャルマネーファ
ンド2003-6

500,000,000 492

大和証券投資信託委託 ダイワ・グローバル債券ファンド 179,390,346 189

クレディ・アグリコルアセットマネジメント グローバル Ｖａ
Ｒ ジャパン ファンド ＰＬＵＳ

10,000 100

国際投信投資顧問 グローバル・ソブリン・オープン 253,000,000 200

メリルリンチ・インベストメント・マネジャーズ メリルリン
チＪＡＭＢＯファンドＸ

100,000,000 98

ニッセイアセットマネジメント ニッセイ／パトナム・フルヘ
ッジ短期外債オープン

97,918,290 96

新光投信 海外物価連動国債ファンド 200,000,000 191

新光投信 新光Ｊ－ＲＥＩＴオープン 100,000,000 127

計 1,430,318,936 1,796



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 有形固定資産の当期減少額欄の[ ]内書きは、減損損失の計上額であります。 

２ 無形固定資産の「その他の無形固定資産」及び「長期前払費用」の前期末残高及び当期末残高欄( )内書

きは償却対象資産であります。 

３ 有形固定資産前期末残高に含む旧岩沼倉庫（取得価額 構築物13百万円、土地9百万円）について、新たに

賃貸借契約を締結したことにともなって投資不動産に振替えております。 

４ 無形固定資産の「その他の無形固定資産」及び「長期前払費用」の当期末残高には、当期末償却完了のも

のの取得価額が含まれております。なお、同じ理由により、無形固定資産の「その他の無形固定資産」及

び「長期前払費用」の前期末残高は前期の期末残高に比べ、前期末償却完了のものの取得価額相当額だけ

減少しております。 
  

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 
(百万円)

有形固定資産

 建物 8,453 238
375
[41]

8,316 5,092 244 3,224

 構築物 641 35 19 657 543 20 114

 機械及び装置 1,993 177 176 1,994 1,596 144 397

 車両運搬具 82 ― ― 82 56 12 25

工具、器具及び
備品

2,025 144 239 1,930 1,467 74 462

 土地 3,335 71
60
[49]

3,345 ― ― 3,345

 建設仮勘定 32 699 719 12 ― ― 12

有形固定資産計 16,564 1,367
1,592
[90]

16,339 8,756 497 7,582

無形固定資産

 借地権 38 9 ― 48 ― ― 48

 その他の 
 無形固定資産

1,538
(1,418)

77 ―
1,615
(1,488)

1,290 155 325

無形固定資産計 1,576 87 ― 1,663 1,290 155 373

投資不動産

 建物 1,122 ― 254 867 507 20 360

 構築物 122 13 28 108 98 0 9

 機械及び装置 15 ― 2 13 12 ― 0

 工具、器具及び
備品

2 ― 2 ― ― ― ―

 土地 984 9 20 973 ― ― 973

投資不動産計 2,247 23 308 1,963 618 21 1,345

長期前払費用
406
(31)

83 31
458
(31)

29 1 428

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―



【資本金等明細表】 

 
(注) １ 当期末における自己株式数は3,571,310株であります。 

２ 任意積立金の当期増加額及び当期減少額は前期決算の利益処分による増加及び目的支出による減少であり

ます。 

  

【引当金明細表】 
  

 
(注) 貸倒引当金の当期減少額のその他の内訳は、貸倒実績率の低下に伴い繰入率が減少したことによる繰戻し及

び債権回収額等であります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金(百万円) 8,105 ― ― 8,105

資本金のうち 
既発行株式

普通株式(注)１ (株) (77,461,156) (―) (―) (77,461,156)

普通株式 (百万円) 8,105 ― ― 8,105

計 (株) (77,461,156) (―) (―) (77,461,156)

計 (百万円) 8,105 ― ― 8,105

資本準備金及び 
その他資本剰余
金

(資本準備金)

株式払込剰余金 (百万円) 4,109 ― ― 4,109

再評価積立金 (百万円) 71 ― ― 71

（その他資本剰余金）

自己株式処分差益 (百万円) 0 ― ― 0

計 (百万円) 4,181 ― ― 4,181

利益準備金及び 
任意積立金

(利益準備金) (百万円) 2,026 ― ― 2,026

(任意積立金)

 特定資産 
 圧縮積立金(注)２

(百万円) 1,532 68 53 1,547

 別途積立金(注)２ (百万円) 53,910 300 ― 54,210

計 (百万円) 57,468 368 53 57,783

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額 
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金(注) 1,067 74 339 36 766

賞与引当金 1,734 1,605 1,734 ― 1,605

完成工事補償引当金 471 624 471 ― 624

受注工事損失引当金 701 1,649 701 ― 1,649

役員退職慰労引当金 543 147 242 ― 448

愛・地球博出展引当金 12 ― 12 ― ―



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

(1) 資産の部 

① 現金預金 

  

 
  

② 受取手形 

(a) 相手先別内訳 

  

 
  

(b) 決済月別内訳 

  

 
  

区分 金額(百万円)

現金 4

預金

当座・通知預金 11,138

普通預金 5,510

定期預金 2,288

雑預金 6

計 18,944

合計 18,948

相手先 金額(百万円)

  ㈱ＴＡＫイーヴァック 1,438

  三井住友建設㈱ 1,236

  松下プラズマディスプレイ㈱ 770

  サンワテクノス㈱ 649

  東急建設㈱ 386

  その他 7,117

計 11,599

決済月 金額(百万円) 決済月 金額(百万円)

  平成18年４月 1,325  平成18年８月 254

    〃  ５月 3,928   〃 ９月 5

    〃  ６月 3,250   

    〃  ７月 2,834 計 11,599



③ 完成工事未収入金 

(a) 相手先別内訳 

  

 
(注) 工事進行基準決算により計上したものを含んでおります。 

  

(b) 滞留状況 
  

 
  

④ 未成工事支出金 

  

 

 
  

⑤ 材料貯蔵品 

  

 
  

相手先 金額(百万円)

  清水建設㈱ 8,117

  ㈱大林組 8,073

  ㈱竹中工務店 5,544

  鹿島建設㈱ 4,012

  東京都下水道局 3,725

  その他 65,441

計 94,913

計上期別 金額(百万円)

  平成18年３月期計上額 92,890

  平成17年３月期以前計上額 2,023

計 94,913

期首残高(百万円) 当期支出額(百万円)
完成工事原価への
振替額(百万円)

期末残高(百万円)

18,967 213,149 212,508 19,608

(注) 期末残高の内訳は次のとおりであります。 材料費   4,487百万円 

外注費   9,947 

経費    5,174 

計     19,608

摘要 金額(百万円)

  工事設備材料 207

  その他 12

計 220



(2) 負債の部 

① 支払手形 

(a) 相手先別内訳 

  

 
  

(b) 決済月別内訳 

  

 
  

② 工事未払金 

  

 
  

相手先 金額(百万円)

  三機化工建設㈱ 445

  三機食品設備㈱ 427

  東京総合設備㈱ 354

  高砂熱学工業㈱ 277

  中部総合設備㈱ 252

  その他 4,913

計 6,669

決済月 金額(百万円) 決済月 金額(百万円)

  平成18年４月 1,901 〃 ７月 922

    〃  ５月 1,983

    〃  ６月 1,862 計 6,669

相手先 金額(百万円)

  東テク㈱ 1,940

  巴工業㈱ 1,567

  ㈱山武 1,414

  冨士機材㈱ 1,213

  東横化学㈱ 989

  その他 71,260

計 78,385



③ 退職給付引当金 

  

 
  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 金額(百万円)

退職給付債務 33,154

年金資産 △30,956

未認識過去勤務債務 1,415

未認識数理計算上の差異 5,682

前払年金費用 3,264

合計 12,561



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注)  平成18年６月28日開催の定時株主総会決議により定款の一部変更が行われ、当社の公告方法は次のとおりと 

  なりました。 

   当社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告を 

  することができない場合は、東京都で発行する日本経済新聞に掲載して行う。 

   なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりであります。 

  (ホームページアドレス http://www.sanki.co.jp/) 

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
100株券、500株券、1,000株券及び10,000株券の４種
但し、必要ある場合100株未満の株数を表示した株券を発行することができる。

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都港区芝３―33―１
中央三井信託銀行株式会社 本店

  株主名簿管理人
東京都港区芝３―33―１
中央三井信託銀行株式会社

  取次所
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店、全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 交付株券にかかる印紙税相当額

 株券喪失登録に伴う 
 手数料

１．喪失登録   １件につき8,600円
２．喪失登録株券 １枚につき  500円

単元未満株式の 
買取り・買増し

  取扱場所
東京都港区芝３―33―１
中央三井信託銀行株式会社 本店

  株主名簿管理人
東京都港区芝３―33―１
中央三井信託銀行株式会社

  取次所
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店、全国各支店

  買取・買増手数料 株式の売買の委託にかかる手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 東京都において発行する日本経済新聞（注）

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社は親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から本有価証券報告書提出日までの間において、関東財務局長に提出しました証券取

引法第25条第１項各号に掲げる書類は、次のとおりであります。 

  

 
  

  

（１）有価証券報告書 及びその添付書類
（事業年度 
 (第81期)

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日） 平成17年６月28日提出

（２）半期報告書 （第82期中 
 

自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日） 平成17年12月22日提出

（３）自己株券買付状況報告書 平成17年４月７日提出

平成17年５月11日提出

平成17年６月６日提出

及び平成17年６月28日提出



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月28日

三機工業株式会社 

  取締役会   御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている三機工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附

属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、三機工業株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 
  

新日本監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  橋  本  佑 太 郎  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  喜 多 村  教  證  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月28日

三機工業株式会社 

  取締役会   御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている三機工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附

属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、三機工業株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 
  

新日本監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  橋  本  佑 太 郎  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  喜 多 村  教  證  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月28日

三機工業株式会社 

  取締役会   御中 

 

  
 

  
 

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている三機工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第81期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、三機工業株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

新日本監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  橋  本  佑 太 郎  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  喜 多 村  教  證  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月28日

三機工業株式会社 

  取締役会   御中 

 

  
 

  
 

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている三機工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第82期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、三機工業株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

新日本監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  橋  本  佑 太 郎  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  喜 多 村  教  證  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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